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【第 1 章の概要】  

 

 本章では，まず定型業務がどのようにとらえられてきたかを説明し

たうえで，社会的貢献感がワークモチベーション規定因と位置付けら

れる可能性について論じた後に，先行するワークモチベーション理論

が提案された時代背景と対象としてきた職務について概観した。また，

社会的貢献感を向上させる要因としてポジティブフィードバックの有

用性について議論し，他者への役立ちを自ら振り返り意識化する取り

組みの有用性を説明した。さらに，議論をふまえて本研究の意義と独創

性について示した後に実証的検討のための仮説モデルの枠組みを提示

し，定型業務のもとでのワークモチベーションに関して社会的貢献感

が関係することを検証することとした。  
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はじめに：定型業務のワークモチベーション向上を目指して  

昨今，組織において多種多様な情報技術・生産技術の高度な発展によ

り，手作業の仕事が減り，現在，職務は大きく二つに分けることができ

る。一つは，高度な専門知識や技術を用いて行う職務であり，コンサル

ティングやマネジメント，専門技術職などがこれにあてはまる。もう一

つは，専門的職務を縁の下から支えるべく行われる事務作業や監視な

ど，日々の定型業務を間違いなく遂行することが求められる職務であ

る。これまで提唱されてきた先行するワークモチベーション理論の多

くにおいては，実際の職務遂行における職務内容や個人の欲求などの

特性的なものや，処遇に関連付けた目標・報酬や他者から受ける賞賛な

ど職務遂行に付随した魅力といった，個人の働きによって何らかの利

得を得ようとするような要因がワークモチベーションの規定因と見な

されてきた。たしかに，これらの要因のいずれかは，存在する多くの職

務に当てはまる。  

しかし，定型業務に関しては職務内容の一つひとつは易しく，達成で

きることが当然とされ，自己実現などの高次の欲求を満たしたり，職務

遂行の結果として大きな見返りを受けたりすることは望みにくい。ま

た，既存のワークモチベーション理論が当てはまる部分もあるものの，

強い水準での合致には至っていない。この点については後で詳しく議

論する。定型業務は職務遂行の方法や成果自体は既存のワークモチベ

ーション理論が対象とするような目立つ性質のものではないにしても，

縁の下の 力持ち 的 役割を担 ってお り ， 組織に おいて 定 型業務 を 担う

人々はなくてはならない存在である。本研究においては定型業務を，事

務職やテレフォンオペレーターなどマニュアル通りに行うことを期待

されている職務と定義する。   

定型業務は，その職務内容のひとつひとつは簡単でマニュアル化し

やすく，代替可能性があることから，本邦では非正規雇用者の多くが定

型業務を担ってきた。バブル経済の崩壊以降，コスト削減を意図した非
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正規雇用者が年々増加の一途をたどり，民間の労働者のうち 4 割をも

占めるようになっている（厚生労働省 ,  2015）。しかし，業務の定型化に

よる人員の代替可能というメリットの一方で，離職率の高さというデ

メリットが副作用的に附随し，これが組織にとって大きな問題となっ

ている（厚生労働省 ,  2013）。離職率を高めている原因は，職務遂行によ

り得られるはずの満足感の低さや繰り返しの作業による心身への負担

にあると考えられる。現に多くの先行知見において，それら原因につい

て指摘されている（ Cummings ,  Gao & T hornburg,  2016;  Tsa i ,  2016）。ま

た，職務を遂行する上で関係する心理要因はほかにいくつもあるにも

関わらず，定型業務における他の心理要因について大きく注目される

ことは少なく，これまで見過ごされてきた。  

昨今ではさらに，定型業務を人工知能（ AI）に担わせることについて

さかんに議論されるようになっている（安宅・山口・山本，2018；総務

省， 2017；野村総合研究所， 2015）。しかし，現に定型業務を行う人々

も多く存在するにも関わらず，その職務が機械や AI に仕事を奪われる

という議論が先走りし，定型業務を行う人々はあたかも職務を剥奪さ

れるのではないかという脅威にさらされており，定型業務を行う人々

のモチベーションや職務満足感を高める心理要因について議論される

ことが少ない。今後，機械や AI に業務のいくつかを担わせるに至って

も， AI がすべての定型業務を肩代わりするわけではなく，人々が行う

定型業務の内容は変われど続いていくだろう。また，機械や AI そのも

のの管理手法の定型化も課題となっており，そこには全体の作業プロ

セスの統制について人間の判断が必要であることは避けられず，判断

のミスを抑制する必要がある。既存の定型業務に加えて新たに現れる

定型業務の働き甲斐を高めるために，ワークモチベーションを維持す

るにはどうすればよいかを検討していくことが必要である。  

これまでの議論をふまえ，本研究では，定型業務を行う人の心理状態

に着目し，職務遂行の源とも言えるワークモチベーションについて議

https://www-scopus-com.anywhere.lib.kyushu-u.ac.jp/authid/detail.uri?origin=resultslist&authorId=23020231100&zone=
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論を行い，定型業務の職務遂行に影響する要因について実証的に検討

することを目的とする。  

 

定型業務のワークモチベーション規定因と社会的貢献感への着目  

先行する研究において，定型業務を行う人々のワークモチベーショ

ンについてどのような職務を対象とし，どのような規定因に着目して

きたかをまとめたものを表に示す。  

  

表 1-1 定型業務のワークモチベーション規定因  

 

 

定型業務のワークモチベーションについて，ほかの多くの職務と同

じように注目される要因がある。たとえば，労働の対価として支払われ

る賃金（ Hirschfe ld ,  Schmi t t  & Bedeian ,  2002）およびそれに関係する昇

格制度（ Edwards ,  Yang,  Wright  & Love ,  2007）など職場における基盤的

研究 対象の職務内容 モチベーションへの影響要因

Hirschfeld, Schmitt  & Bedeian

(2002)
事務職 スキル多様性，職務意義

Haddon & Lewis (1994)
テレフォンオペレー

ター
人的支援，フィードバック

Wegge, Van Dick, Fisher, Wecking

& Moltzen (2006)

テレフォンオペレー
ター

訓練の機会，フルタイム契約

Edwards, Yang, Wright & Love

(2007)
監視

残業手当，昇進の可能性，安全な労働環境，職務活動の多様
性，フレックスタイム

Reijseger, Peeters, Taris &

Schaufeli (2016)
工場作業従事者 活力，熱意，没頭，寛容さ

藤野・堀下・園田・山口
(2011)

運転士
メンバーのリーダーシップ，考え振り返る習慣，職場全体の
雰囲気，メンバーとのコミュニケーション

Seibokaite & Endriulaitiene (2012) 運転士 向社会的パーソナリティ，職場の安全風土

Moynihan & Pandey (2007) 公共サービス
教育歴，専門アイデンティティ，再建志向，ヒエラルキー統
制

Paarlberg,  Perry & Hondeghem

(2008)
公共サービス

支援的な労働環境，職務の意味づけ，使命感，戦略，リー
ダーシップ

Rayner, Reimers &  Chao (2018) 公共サービス 職務の魅力，コミットメント，慈悲心，自己犠牲
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要因である。たとえば，職務遂行における合理的な手続きが定型業務の

パ フ ォ ー マ ン ス を 高 め る と い う 指 摘 も あ る （ De Dreu  & Weingart ,  

2003b）。また，公共サービスの事務職について， Hi r schfe ld  e t  a l .（ 2002）

は，職務意義の認知が高い場合には賃金が低いと欠勤が多くなること

を明らかにしている。このように，より良い就労基盤は，働く個人にと

って直接的に利益となるような要因と言え，定型業務のワークモチベ

ーションの規定因については，職場の制度や労働環境など二要因理論

における衛生要因に着目されていることがわかる。  

一方，職場における対人関係に着目した知見も見られる。藤野・堀下・

園田・山口（ 2011）は参与観察を行い，運転士の社内メンバーとのコミ

ュニケーションや職務の振り返り習慣が誇りや働き甲斐につながるこ

とを示唆している。  

ほかにも公共サービスの職員のモチベーションを構成する要因につ

いて，慈悲の心や自己犠牲が含まれることが指摘されてきた（ Rayner,  

Reimers  & Chao,  2018 ;  Crewson ,  1997;  Per ry,  1997）。また，個人の向社会

的特性（ Seibokai te  & Endr iu la i t i ene ,  2012）や使命感（ Paar lberg ,  Per ry 

& Hondeghem,  2008），他者から受ける支援（ Haddon  & Lewis ,  1994）な

どについても検討されている。事務作業や監視などの職務は決まった

作業を行いつつも結果として失敗を回避することが求められるが，職

務内容が比較的簡単であり正確にできることが「あたりまえ」とされて

いるため，職務遂行において自律性を発揮しにくいことから，自分の力

が働きの結果として他者にポジティブな作用を及ぼすことについては

期待しにくく，日常的には感じられにくいと考えられる。しかし，先行

研究によって着目されてきた定型業務のワークモチベーション規定因

を俯瞰的に見てみると，何か「人の役に立つ」という概念に集約的に関

連付けられることが読み取れる。  

 

ワークモチベーションとは  
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ところで，先行するワークモチベーション理論にはどのようなもの

があるだろうか。ここで，これまで提唱されてきたワークモチベーショ

ン理論について概観することにする。  

ワークモチベーションとは，個人の内部および外部にその源をもつ

一連の活力の集合体であって，仕事に関連する行動を始動し，その様態

や方向性，強度，持続性を決定づけるものである（ Pinder,  2008；Michel l ,  

1997）。就業場面において，ワークモチベーションの維持と向上は，働

く人々の wel l -be ing をより良い状態に保ち，より高いパフォーマンスを

達成 す るう え で 考 慮さ れ るべ き 重 要 課題 の 一つ で あ る （ Schaufe l i  & 

Tar i s ,  2014 ;  Hakanen,  Schaufe l i  & Ahola ,  2008 ;  Domerou t i ,  Bakker,  

Nachre iner  & Schaufe l i ,  2001 ;  Karasek,  1979）。  

ワークモチベーション理論の初期のものは，人々の行動を引き起こ

す動機の内容に注目し，欲求を低次のものから高次のものにまで分類

した欲求階層理論（ Maslow,  1954）や，成長欲求をもっとも高次の欲求

とした ERG（ Exis tence ,  Rela t ionship ,  Growth）理論（ Alder f er,  1972）が

提唱された。一方，モチベーションの強弱を決定するプロセスに着目し

たワークモチベーション理論は過程理論と呼ばれ，期待理論（ Vroom,  

1964）や目標設定理論（ Locke  & Latham,  1990）など，現在に至るまで

盛んに議論されている。  

ワークモチベーション各理論について表にまとめたものを示す。  
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表 1-2 主なワークモチベーション理論の内容と規定因  

 

 

社会的背景とワークモチベーション理論の発展  

ワークモチベーション理論はどのような社会状況を背景に発展して

きたのか。先行するワークモチベーション理論は主に産業革命以降に

提唱されてきた。その内容は，社会的背景と人々の働き方に影響を受け

ていると考えられる。ここで，産業革命以降の社会的背景に関連して，

どのようなワークモチベーション理論が生まれたかについて見ていく。 

 

重工業隆盛期のワークモチベーション理論  19 世紀初めにイギリス

から始まった産業革命による製造機械の導入によってもたらされた生

産効率化は，職務内容の単調化を引き起こした。そして， 1900 年代初

頭に主にアメリカを中心に広がった，電力を中心としたエネルギー革

命と重工業における製造部門での規格化と相互部品の開発によって ，

理論 研究者 内容 規定因
欲求階層理論 Maslow (1954) 動機の内容に注目し、種類の異なる欲求の間に

低次の欲求から高次の欲求までの階層性を想
定。高次の欲求が活性化されるには低次の欲求
の充足が必要

生理的欲求、安全欲求、
所属と愛の欲求、承認欲
求、自己実現欲求

ERG理論 Alderfer (1972) 高次の欲求と、より低次の欲求は同時に活性化
される

生存欲求、関係欲求、成
長欲求

二要因理論 Herzberg (1966) 動機づけ要因（満足）と衛生要因（不満足）は別のも
のであり、動機づけ要因がある場合に満足を高め、
衛生要因は無い場合に不満足となる

動機づけ要因：達成、承
認、仕事そのもの、責任、
昇進
衛生要因：作業環境、会社
の方針、監督、給与、対人
関係

衡平理論 Adams (1965) ある課題に投じた貢献と結果の比を見積もり、
不均衡を認知することでモチベーションが高く
なる

処遇の衡平性

期待理論 Vroom (1964) ワークモチベーションは、ある行動が結果につ
ながるという主観的期待そ悔過の好ましさや魅
力、重要性、満足感としての誘意性の積で表さ
れる

遂行達成への期待、結果
から得られる二次的魅力

職務特性理論 Hackman & Oldham

                 (1976)

ある職務特性を満たすことがワークモチベー
ションへとつながる

スキルの多様性、課題の
完結性、課題の重要性、
自律性、フィードバック

目標設定理論 Locke & Latham

                 (1990)

具体的で困難な目標にコミットしている時ほ
ど、高いパフォーマンスへ導く

目標の具体性、難易度、
コミットの程度

自己決定理論 Deci & Ryan

                 (2002)

活動において自律的であることが高いパフォー
マンスをもたらす

より内発的に動機づけら
れている状態
内発的＞外発的

過程理論

内容理論
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ますます大量生産，大量消費が進んでいった。そのような時代において，

人々の労働状況を把握することで作業効率の改善や怠業の是正を目指

し，労働環境や報 酬制度の在り方に 着目した科学的管 理法が Taylor

（ 1911）によって提案された。この時期の研究対象は，主に工場におけ

る労働者であった。科学的管理法は作業の量やかかる時間に対して合

理的，効率的に管理する内容であることから，後の目標設定理論にも影

響を及ぼしている（ Latham,  2007）。この時代に行われたホーソン研究に

よる情緒要因の発見によって，働く人々の心理に注目され始め，人間の

欲求や動機などの人間性が重視される契機となった。  

また， 20 世紀には二つの世界大戦の影響を受け，軍隊における兵士

の 採 用 時 の 適 正 や 士 気 に 注 目 さ れ た （ Solomon,  Brown,  Jones ,  1944;  

Bor ing,  19 43;  Pennington  & Case ,  1942 ;  P ra t t ,  1941  ）。また，第二次世界大

戦 後 に は 人 々 の 欲 求 に 注 目 さ れ ， Maslow （ 1954 ） の 欲 求 階 層 説 や

Herzberg（ 1966）の動機づけ -衛生理論が提案された。昨今は高次の欲求

として，達成欲求（ McClel land,  1961）や自律性，勢力など（ McClel land,  

1986）に着目され，動機は比較的永続的な傾向や心理状態として表され

るようになってきた。  

 動 機 づ け の 過 程 を 対 象 と す る 理 論 の 中 で も 衡 平 理 論 は ， Fes t inger

（ 1957）の認知不協和理論に影響を受けた Adams（ 1965）が提案した

（ Latham,  2007）。この理論においては，人々は「結果」（分母）と「入

力」（分子）の比率を他者と比較する。入力には個人の努力，教育，経

験が含まれ，結果には金銭，正当な評価，作業環境などが含まれる。こ

の理論によると，比率の不均衡は人に緊張をもたらす。初期の研究は，

組織における手順と雇用関係に着目していた（ Colqui t t ,  Greenberg ,  & 

Zapata -Phelan ,  2005）が，近年では社会的交換や道徳的責任に着眼点が

移行している（ Rupp,  Shao,  Jones ,  & Liao ,  2014;  Lyons  & Scot t ,  2012;  

Takeuchi ,  Yun,  & Wong,  2011）。たとえば Lyons  & Scot t（ 2012）は，個人

の感情の状態に応じて他者からの行動を解釈することを示唆している。 
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 報酬の効果に着目した期待理論（ Vroom,  1964）は，課題達成への期

待と，課題を遂行した後の結果の誘意性，つまり，達成可能性のある課

題に関して，結果を出したらどれだけ自分にとって魅力的な報酬や評

価が得られるかについて論じている。しかし，期待理論が導き出される

元となった研究は，管理職を対象としたものであり，元来，定型的職務

は対象ではなかった。また，職務そのものを達成できても，定型業務で

は達成できることが当然とされることから，その結果について他者か

ら認められたりする誘意性に乏しい職務には適用しにくい（ Ramlal l ,  

2004;  Van Eerde  & T hier ry,  1996）。  

 

コンピュータと産業用ロボットの積極的導入時代のワークモチベー

ション理論  1970 年代では，パーソナル・コンピュータと産業用ロボ

ットの導入によって職務の分業化が急速に進んだ。オフィスワークに

おいても同様にコンピュータ化が進み，それに伴う作業の単調化の弊

害によって労働者のワークモチベーションや働き甲斐の低下が大きな

問題となった。そうした背景から Hackman & Oldham（ 1976）の職務特

性理論が提案され，職務充実や職務再設計が図られるようになった。  

 職務特性理論によると，職務そのものが充実している場合に，高い成

長欲求を持つ人は低い人よりも満足度が高く，より良いパフォーマン

スを行う。充実した職務とは，多様な技能を要し，重要性，自律性があ

り，職務遂行そのものからフィードバックを得られる。さらに，高い成

長欲求を有する者ほど有意義感を感じやく，高いモチベーションにつ

ながりやすいとされる。Fr ied  & Fer r i s（ 1987）は，76 の先行研究をレビ

ューし，職務特性は心理と行動のどちらにも相関が高い事や，タスク完

結性がパフォーマンスに影響することを示唆している。しかし，職務特

性理論が有用とするこれらの要因は，どんな職務にも等しくあてはま

るわけではない。  

1960 年代より目標設定が有する効果に着目され，ワークモチベーシ
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ョンとの関係について研究が進められてきた。目標設定理論（ Locke  & 

Latham,  1990）は，目標管理制度として，現在最も企業や官公庁で定着

している。この目標設定理論では目標の高さと具体性がモチベーショ

ン向上の鍵であり，多くの先行研究がその効果を示している（ Locke  & 

Latham,  2002）。しかし，定型業務のように具体的かつ高い目標を立てる

ことが難しく，その目標にコミットメントしにくい職務には適用しに

くい面がある。  

 

インターネットによるグローバル化時代のワークモチベーション理

論の動向  現在は，他者とのコミュニケーションや職務の遂行，物の売

買，知識の獲得など多くの事柄においてインターネットを利用するデ

ジタル時代と言える。インターネットの技術に付随したアプリケーシ

ョンの発展により多種多様のツールが存在し，職務遂行の上で は特に

事務的業務において，それらツールを使いこなしながら効率よく遂行

することが求められる。また，具体的な成果として目に見えやすい物を

生産する営みとは異なり，仮想的な世界において職務遂行のプロセス

や成果を職務遂行者自身が具体的に把握していくよう努めることも必

要である。このような時代背景にあって，これまで挙げてきた各理論に

加え，自己決定理論（ Deci  & Ryan,  2002 ,  1990）は，職務の遂行におい

て選択の自由を与えると個人の自信，自律性，課題に対する興味が促進

されるという関係を唱える。また，外因性の動機を取り入れ内発的モチ

ベーションへと至るプロセス (外的，取り入れ，同一化，統合 )  を示して

いる。しかし，Fay & Freze（ 2000）は，一般的な職場において自由な職

務遂行の場面を想定する難しさから，自己決定理論の適用を疑問視し

ている。このように反論はあるものの，自律性の強い職務として主に管

理職（ Bris l in ,  MacNab,  Wor th ley,  Kabigt ing  J r  & Zukis ,  2005;  Pagl i s  & 

Green ,  2002）や専門職（ Deci ,  Connel l  & Ryan ,  1989）を対象に内発的モ

チベーションについて研究が行われてきた。  
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このように，高度な専門性や業績や成果の達成を前提とするような

職務を対象としたワークモチベーション理論および研究はこれまで多

く見られ，報酬や評価・目標など具体的に数値管理しやすい要因をワー

クモチベーションの規定因として論じている。しかし，提唱されてきた

ワークモチベーションの理論及び規定因に，すべての職務が当てはま

る訳ではない。従来のワークモチベーション理論が想定していた職務

特性は，管理職や専門的職務など職務遂行について裁量権を有する職

務や，販売や製造など目標達成型の職務を想定していることがうかが

える。しかし，昨今におけるインターネットテクノロジーの発展と導入

に付随して働き方に変化が生じ職務遂行が複雑化してきたと考えられ，

ワークモチベーションを規定する要因も多様となっており，新たな規

定因に着目する必要がある。そこで，本研究では先述した他者への役立

ちの認知として社会的貢献感が定型業務のワークモチベーションに関

わるのではないかと考え着目する。  

 

職務内容とワークモチベーションの規定因  

ワークモチベーションの各理論と，それらが対象にしてきた職務ご

とに，ワークモチベーションに影響する要因について代表的な先行研

究を表 1-3 にまとめる。  
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表 1-3 ワークモチベーション理論と対象職務，影響要因  

 

 

たとえば，管理的業務については，自律的に職務を遂行できたり目標

の設定を行ったりすることができるため，自己決定理論や目標設定理

論が用いられ，関連した要因に着目されている。また，営業職において

は，報酬や昇進，職務の達成や自身の能力を生かす機会など，直接的に

自身の利益につながるような規定因に着目され，期待理論が用いられ

た研究が見られる。  

その一方で，先述の事務や監視，顧客窓口などの定型業務のように職

務がマニュアル化されており，直接的には企業利益に反映されない職

務も存在する。そのような間接的に企業組織の活動を助けるべく定め

られた業務を確実に行いながら，時には反復的に行う失敗やトラブル

理論 研究 対象の職務内容 モチベーションへの影響要因

二要因理論
Brislin, MacNab, Worthley,

Kabigting Jr & Zukis (2005)
役職者 会社の成長性，仕事の進捗

Chiang & Jang (2008) ホテル従業員 成果，生産性，達成，自身の能力を活かせる機会

Dillard (1979) 専門会計職 実利と目標選択

Futrell, Parasuraman & Sager

(1983)

営業職 報酬，昇進，同僚，職務，上司

Beecham,Baddoo, Hall, Robinson

& Sharp (2008)
技術者

良いマネジメント，フィードバック，職務安定，明確な
目標，個人的興味，タスクの目的の理解，明確なキャリ
アパス，タスクの多様性，共に働くという感覚，意思決
定への参加の機会

Edwards, Scully & Brtek (2000)
管理，専門，技術，

製造
職務簡潔性，職務スケジューリング，人間工学的デザイ
ン

Fu, Richards & Jones (2009) 営業職 自己効力感，目標の設定

Latham & Kinne (1974) 伐採職人 目標設定

Yearta, Maitlis & Briner (1995)
科学者，専門職，管

理職
目標設定の際の参加

Wong, Tjosvold & Yu (2005) 管理職 目標の共有

Gatling, Kim, Milliman (2016) 管理職
職務意義，コミュニティ感，組織の価値，コミットメン
ト

Paglis & Green (2002) 役職者 自己効力感，自律性，部下の職務遂行能力

Taylor, Ntoumanis & Standage

(2008)
教師 自律性志向，職務プレッシャー，欲求の充足

期待理論

職務特性理論

目標設定理論

自己決定理論
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対応などに関わる職務については深く論じられて来なかった。このよ

うな職務についてワークモチベーションの規定因を検討する際には，

スキルの多様性（ Hirschfe ld ,  Schmi t t  & Bedeian ,  2002）や労働契約の内

容（ Wegge ,  Van Dick ,  Fi sher,  Wecking & Mol tzen ,  2006）など，個人の能

力や努力によって変化を及ぼすことが望みにくい要因に着目されてい

る。その理由としては，定型業務の職務内容は多くがマニュアル化され

ており，個人の創造性や能力を十分に発揮できる類のものではないこ

とが考えられる。また，それを裏付けるように，定型業務そのものは多

くが長期的なキャリア形成を目指したものではないことから，賃金シ

ステムや教育の機会について非定形的な職務のものと比較して劣る内

容となっている（山本， 2011；太田， 2006）。そのため，定型業務のも

とでは職務への強いアイデンティティを持ちにくいと考えられる。  

 

社会的貢献感とは  

では，定型業務のもとでワークモチベーションへと至る心理プロセ

スについて，どのような要因に着目すべきだろうか。  

たとえば，人が労働する際の欲求に着目すると，これまでのワークモ

チベーション理論が取り上げてきた報酬や昇進，自律性や自己効力感

など自己目的的な要因のほかに，人が有する，生来自分の力を他者のた

めに使い役立てたいという欲求が考えられる。このことについて示唆

を与えてくれる知見として，例えば， Super（ 1957）は「人は何のため

に働くのか」との問いに対し，労働において「人間関係」「働くこと」

「生計」の 3 つの欲求を充足しようとするためであるとしている。中で

も人間関係は，職場集団において何らかの役割を果たせるような人間

関係を築きたいとする欲求を指し，人が労働する本来の意味として他

者を志向する要因であり，貢献感に直結するものである。また，Rosso ,  

Dekas  & Wrzesniewski（ 2010）も同様に，職務に意義を感じるためには，

他者への視点を有することが不可欠であることを示唆している。しか
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し，定型業務は端的職務を担うという側面もあり，個人は職務遂行によ

って顧客や社会といった広い意味での他者との関わりを認知しにくく，

その働きの他者への役立ちもわかりにくいと考えられる。したがって，

自身が携わる職務の意義を問う時には，自己利益的要因のほか，他者の

役に立ちたいというような他者を意識した要因への欲求が増大するだ

ろう。  

他者の役に立てるということについての関連した知見として， Rosso  

e t  a l .（ 2010）による職務の意義（ meaning）の分類は，多くの示唆を与

えてくれる。他者に着目した要因として「貢献  Cont r ibut ion」を位置づ

け，他者に対する意義ある働きかけについて，他者に対する私心放棄性

と意義ある影響を及ぼしたいとする要因であることを示している。ま

た，このように他者に目を向けることは個人の視野を広げる点におい

て重要な視点であることを指摘しており，ワークモチベーションにつ

ながる要因であることを示唆している。また，江口・戸梶（ 2005）は，

職業生活における労働者の行動を既定する要因として労働価値観につ

いての尺度を作成するにあたり，先行知見のレビューを行った。その中

で，人が働く規定因を賃金や社会的地位などの報酬欲求，職業生活の中

で自らの能力を高めたいという成長・表現欲求，社会や組織の一員とし

て役に立ちたいという貢献欲求という大きく 3 つに分類している。そ

の一方で，人間を社会的な存在ととらえ，職業生活における労働者の行

動を理解するためには欲求のみならず規範の側面にも着目する重要性

を指摘しており，社会や組織の中にいることが人の行動を規定するこ

とを示唆している。  

これら先行知見をふまえ，本研究においては先述の「人の役に立った」

という感覚である，社会的貢献感に着目し，その効果について検証して

いく。本研究では，職場において関わる顧客や上司，同僚，さらには所

属組織に役立っているという感覚を新たに「社会的貢献感」と定義する。

社会という言葉は，広く一般的な市民社会を意味して用いられること
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があるが，本研究における社会的貢献感の「社会」とは，貢献の対象と

して菊池（ 2014）が示すように「対人的」という意味で用いており，職

場で関わる顧客や上司，同僚といった人々および所属する組織のこと

を意味している。  

 この，職場で関わる他者の役に立ったという感覚である社会的貢献

感は，ストレスを低減させたり（ Ozaki ,  Motohashi ,  Kaneko & Fuj i ta ,  

2012），10 年にわたる追跡調査からは人の寿命にまで関係する（ Pi tka la ,  

Laakkonen,  St randberg & Ti lvi s ,  2004）ことが示唆されている。貢献感に

ついての心理学分野における研究は，文献検索サイトの Scopus でタイ

トルとキーワードに関し‘ sense  of  cont r ibut ion’と‘ subj ec t ive -usefu lness’

について絞り込み検索すると， 2007 年～ 2017 年の間で 185 件が発表さ

れており，職務遂行における心理要因として新たに着目されつつある。

しかし，この社会的貢献感については，ワークモチベーションの規定因

としてどのような効果を有するかについては十分に議論されていると

言い難い。本研究では，社会的貢献感に着目し，定型業務のワークモチ

ベーションとの関係を明らかにしていく。  

 職務の遂行において社会的貢献感を認知しているのは，どのような

状態であるのか。他者の役に立ったという感覚を細かく分解してみる

と，まず，その感覚を得る前の行動が関係していると考えられる。関連

する行動として，向社会行動が及ぼす影響に着目できる。たとえば，菊

池（ 2014）によると，向社会行動の結果，自信につながったり，その行

動を誇りに思ったりする。この，自信や誇りに関連し，個人の仕事への

態度に着目したものとして，有能感（ White ,  1959）の概念がある。有能

感は「有機体が，その環境と効果的に相互作用する能力」と定義されて

おり，人は職務遂行に対する有能感が感じられることで自信をもって

次なる業務を進めていくことができ，ワークモチベーションの規定因

となり得ることが主張されている（堀田・奥野・戸村・柳，2009；Deci ,  

Koes tner  & Ryan,  1999；White ,  1959）。これをふまえると，先述の Rosso  
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e t  a l .（ 2010）の分類による他者への意義ある働きかけの結果として，自

分が他者に影響を及ぼす力があると認識し有能感を感じられるかもし

れない。  

また，他者の役に立てるという感覚は専門的職務のみならず幅広い

職務に当てはまり，これまでのワークモチベーション理論が規定して

きた要因では説明できなかった定型業務など，ほかの多くのタスクに

ついても説明可能であることから，ワークモチベーションの規定因と

して適応範囲が広い。これまでの議論により，社会的貢献感は，具体的

にその職務活動を数値化し目標設定することが難しい定型的な職務の

ワークモチベーション向上要因として期待される。  

ここまでの議論をまとめると，定型業務のもとでも，人は，他者に自

分の働きが役に立つものであるという認識を持てることで，次なる挑

戦意欲を抱くことにつながると考えられる。よって，社会的貢献感は，

定型的職務遂行のワークモチベーションを高める変数として重要なも

のであると考えられる。  

なお，本研究における社会的貢献感は，他者の役に立とうとする向社

会行動を含む行動としての貢献とは概念を別にする。貢献という行動

には，その行為を行う前提として他者の要求に注目すること（ Eisenbe rg,  

Fades  & Spinrad ,  2006）や対人志向性（ Rubin  & Brown ,  1975），共感

（ Eisenberg ,  1986；菊池，2014），社会的規範（ Schwar t z  & Howard ,  1984）

など，他者に役立つことを前にその行動を発動させる要因が関係する。

たとえば共感には，相手の感情や立場についての関心や配慮といった

感情的側面と，相手がどう考えどう行動するかという予測としての認

知的側面がある（菊池， 2014）。このような他者への配慮である共感性

は愛他的行動を動機づける働きがあることが指摘されている（ Hoffman,  

2001）。一方，本研究では社会的貢献感を，他者の役に立った後，すな

わち結果の段階で覚える主観的感覚として取り扱う。この，社会的貢献

感を感じている段階の認知においては，貢献行動を発動させる関係要
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因とは異なる心理要因が関係するだろう。また，貢献がなされる時点で

はそれが他者の役に立っているのかはわかり得ない。この点で，社会的

貢献感と向社会行動は別の概念である。もし，社会的貢献感が感じられ

ても，自身が有能であるかどうかを必ず認知するかはわかり得ない。社

会的貢献感は，有能感とも異なり，「他者の役に立った」という事象の

認知そのものである。  

  

社会的貢献感向上へのポジティブフィードバックの有用性  

 社会的貢献感の認知がワークモチベーションの維持向上に有効であ

ると議論では理解できたものの，定型業務は具体的にその職務活動を

数値化し目標設定することが難しく，その職務内容自体が他者の役に

立ったかが明確には感じられにくい。そのような定型業務において社

会的貢献感の認知を高めるには，どのような要因が必要であろうか。  

社会的貢献感の規定因についてさらに理解を深めるには，職務を行

う際に個人にとって有用である要因，すなわち仕事の資源（ Bakker  ＆  

Demerout i ,  2007）に着目することが示唆を与えてくれる。仕事の資源と

は，仕事におけるストレッサーやそれに起因する身体的・心理的コスト

を低減し，目標の達成を促進し，個人の成長や発達を促進する機能を有

する物理的・社会的・組織的要因である（島津， 2010）。ワークモチベ

ーションに関係する要因として具体的には，上司・同僚からのサポート，

仕事の裁量権，職務訓練の機会，パフォーマンスに対するフィードバッ

クがある。中でも，社会的貢献感を高めるものとして，承認を含むフィ

ードバックに着目できる。例えば，管理者から承認を得る（太田，2011）

ことで，自分の働きが他者の役に立つことができるという社会的貢献

感が得られ，それを通じて自分自身の価値を認められる（ Crocker  & 

Wolfe ,  2001）と考えられる。  

また，褒めや感謝などポジティブなフィードバックを受けることで，

受け手は自身の働きについて真に他者（送り手）に役立てるという認識，
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すなわち社会的貢献感を感じられ（ Penner,  Dovidio ,  P i l i avin ,  & Schroeder,  

2005），自身の行ないに自信を持ち（ Grant  & Gino ,  2010），自分自身が

価値のある存在だと思える。さらに，多くの研究において，感謝という

ポジティ ブフィ ー ドバック は向社 会 行動を促 すこと が 示されて おり

（ Clark ,  Nor throp ,  & Barkshi re ,  1988;  Go ldman ,  Seever,  & Seeve r,  1982;  

Grant  & Gino,  2010;  Rind & Bordia ,  1995），ポジティブフィードバック

を受けることによって社会的貢献感が引き起こされ，この社会的貢献

感は，ワークモチベーションの源泉とも成り得ると考えられる。  

 

ネガティブフィードバックとワークモチベーション  

上司からのフィードバックにはポジティブなものばかりではなく，

ネガティブなものも含まれる。叱るなどのネガティブフィードバック

は先行する知見によると，目標の進捗が芳しくない場合や，専門職の場

合，そしてフィードバックの送り手と受け手が親密な関係にある場合

（ Schroeder  & Fishback ,  2015）や，正確さが求められ仕事の負荷が大き

いものの自由度が高い職務の場合（繁枡，2014）は，自律的に遂行でき

るためネガティブフィードバックを活かして創造的に改善できるとさ

れている。一方，正確さを求められながら自由度の低い職務の場合は，

ネガティブフィードバックを受けても責任を求められる脅威となりや

すいことや，手順化された内容ゆえに自分なりの改善を行いにくいこ

とを指摘している。  

これら先行する知見をふまえると，本研究が対象とする定型的な職

務は自律性が低いため，ネガティブフィードバックは一時的には効果

は見られるかもしれないが，長期的にはワークモチベーションとは関

係性は認められないと考えられる。定型的な職務について先行知見に

よるネガティブフィードバックが有効な状況はあてはまりにくく，ネ

ガティブフィードバックはワークモチベーションに関係しにくいであ

ろう。  
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経験を振り返り意識化することの有用性  

本研究ではさらに，他者からの評価を受けにくい点を補う視点から，

経験したことを自ら振り返り意識化するという取組みに着目する。  

経験したことを書き出すという表出型の執筆行動と心理要因の関係

について，研究がなされている。King（ 2001）は大学生を対象にして，

将来の目標や夢の達成に関して可能な限り最高の自己を文章に表して

もらう取組みを行った結果，主観的幸福度や健康度が向上することを

明らかにしている。また，職場での実証的研究について，Grant  & Dut ton

（ 2012）は大学の資金集めを職務とするコールセンターを対象にして，

自分の仕事がどれだけ世の中を変える影響力があるか書く取り組みを

行った結果， 1 時間当たりの業務効率が 2 週間にわたって 29％上がる

ことを明らかにしている。さらに， Lyubomirsky,  Sousa  & Dickerhoof

（ 2006）によると，  週に一度自分の生活に起きた良いことについて思

いを巡らせ書き留めると，自分の現状や未来について，幸福感が向上し，

より前向きで高いモチベーションをもつようになる。これら先行研究

から，ポジティブな経験や思考を書き留め意識化することは，ワークモ

チベーションの向上に有用であると考えられ，本研究においてもどの

ような影響を与えるかについて検討していく。  

 

本研究の意義と独創性  

本研究では事務作業や受電型コールセンターのような定型業務に注

目し，どのような取り組みがワークモチベーションの維持向上に影響

を及ぼすのかについても検討する。本研究は，定型業務を担う人々がよ

り良く働ける一助となり得る点で，実践的意義を持っている。  

本研究は，①これまでのワークモチベーション理論が注目してこな

かった，定型業務について，②ワークモチベーションの維持向上要因と

して社会的貢献感に注目し，それらがワークモチベーションに与える

影響について明らかにする点で，独自性の高い取り組みである。  
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 本研究においては，まず職務を遂行する上で期待できる職務意義の

中に，これまで先行研究で用いられてきた自己に関連する意義と報酬

に関連する意義に，他者に関連する社会的貢献という意義を加えた（第

2 章）。また，これまで議論してきたように，職務遂行を通じて実際に

感じる社会的貢献感は，他者の役に立ちたいという欲求の充足や困っ

ている他者への共感を伝達できている事の認知など多くの影響を及ぼ

す可能性を示唆していることから，先行する要因と隣接した性質を持

っていると考えられる。本研究においては，社会的貢献感に着目し，ワ

ークモチベーション規定する中心的な要因として取り扱う。  

 

本研究における仮説と理論的枠組み   

定型業務のワークモチベーションを規定する要因を検討するにあた

り，職務遂行における個人の認知的側面から自己に関するものと他者

に関するものの大きく 2 つに分け注目することができる。既存の系統

的なワークモチベーション理論の多くが個人的利益など自己に関する

要因に着目するが，定型業務では職務の遂行によって得られる承認や

報酬などの水準はさほど大きくはない。一方，定型業務については自己

犠牲や使命感など私心放棄的に他者に尽くすような要因についても取

り上げられているが，これらを強く求められすぎるとバーンアウトの

状態を引き起こしかねない。本研究では，他者に関するものの中でも，

自身にとっても有益な作用を及ぼすと考えられる社会的貢献感に注目

し，定型業務のワークモチベーションとの関連について検討する。  

これまでの議論をふまえて，本研究では次の大きく 3 つの仮説を立

て，第 2 章から第 4 章にて実証的な検討を行う。  

〔第 2 章  仮説〕定型業務のもとでは他者に関する職務意義が期待さ

れにくいためワークモチベーションが低下するだろう  

〔第 3 章  仮説〕上司から受けるフィードバックによって社会的貢献

感が高められ，ワークモチベーションの維持・向上につながるだろう  
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〔第 4 章  仮説〕自身の働きの役立ちを自ら振り返ることは社会的貢

献感を高め，ワークモチベーションの維持・向上につながるだろう  

上述の仮説を検討するにあたり，本研究の理論的枠組みを示す（図 1-

2）。  

 

 

図 1‐ 2 本研究の理論的枠組み  

 

まず，定型業務がワークモチベーションを低下させる要因として自

己に関する要因と他者に関する要因を含む職務意義に着目する。定型

業務は単調で易しいため職務意義が感じられず，そのことがワークモ

チベーションを低下させていると考えられる（第 2 章）。  

つぎに，職務意義を認知している状態の中でも，他者に関する要因で

ある社会的貢献感について，それを規定する外からの働きかけとして

上司からのポジティブおよびネガティブなフィードバックに着目する。

中でも上司からのフィードバックは社会的貢献感を高め，ワークモチ

ベーションにもポジティブな影響を与えると考えられる（第 3 章）。  

最後に，自ら行う振り返りによる経験の意識化の有用性に着目する。

職場における他者の役に立った経験の振り返りの取り組みは社会的貢

献感とワ ークモ チ ベーショ ン にポ ジ ティブに 影響す る と考えら れる

（第 4 章）。  
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本論文の構成  

以上の議論をふまえ，本研究では，定型的な職務のワークモチベーシ

ョンについて，まず抑制要因について検討し，次に社会的貢献感の認知

を促すポジティブフィードバックについて検討する。さらに，自らがポ

ジティブフィードバックを振り返る取り組みにアプローチする。本論

文の構成を以下に述べる（図 1-3）。  

 

 

図 1-3 本論文の構成概観  

 

本章である第 1 章では，従来見過ごされてきた，定型的な職務のワー

クモチベーションについて，抑制要因と社会的貢献感に着目し，研究の

現状と本論文の理論的枠組みの提示を行う。  

第 1 章でまとめられた問題点をふまえて，第 2 章から第 4 章が，実

証的研究である。  
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第 2 章では，まず，ワークモチベーションの抑制メカニズムを検討す

るために，定型業務における抑制要因について職務意義の認知に着目

し，ワークモチベーションに対してどのように影響するかを検討する。 

第 3 章では，定型的な職務として受電型コールセンターのオペレー

ターを対象にし，上司からのフィードバックが社会的貢献感の認知と

ワークモチベーションにどのように影響するのかについて検討する。  

第 4 章では，他者の役に立った経験を自ら振り返る取り組みを行い，

その取り組みが社会的貢献感をどの程度高めるのか，そしてワークモ

チベーションにどのように影響するのかについて検討する。  

終章となる第 5 章では，第 1 章の議論と第 2 章から第 4 章までの調

査を通じて得られた，定型的な職務のワークモチベーションの規定因

について総合的な考察を行う。特に，本研究で指摘した，社会的貢献感

がワークモチベーションに及ぼす影響に関して，詳細な議論を行い，社

会的貢献感研究の今後の展開に関して，議論を行う。  

 

 

関連研究  

1．有吉美恵・池田  浩・縄田健悟・山口裕幸（ 2 0 1 7）「ワークモチベーショ

ン向上への介入的取組み－他者に役に立てた経験・出来事の意識化効果－」，

『産業・組織心理学会  第 3 3 回大会』発表論文集， 8 9 -9 2．  

2．有吉美恵・縄田健悟・池田  浩・山口裕幸（ 2 0 1 6）「ワークモチベーショ

ンにおける社会的貢献感の役割：コールセンター受電業務オペレーターを対

象とした調査研究」，『産業・組織心理学会  第 3 2 回大会』発表論文集，1 4 1．  
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【第 2 章の概要】  

本研究では，定型業務がワークモチベーションを抑制するメカニズ

ムの解明を試みた。定型業務はワークモチベーションを損なう過程に

おいて，具体的にどのような心理的要因が関係するのかについて職務

意義の認知に着目し質問紙調査を行い，各要因間の関係について検討

した。まず関係する心理的要因として職務意義について議論し，定型

業務のもとでのワークモチベーション抑制要因として影響するモデ

ルを構成し検証する。  
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問題  

 

第 1 章で言及した定型業務におけるワークモチベーションに関する

課題は，ワークモチベーションの抑制要因としてどのような心理要因

が感じられないことにあるのかが明らかになっていないことである。

本研究における定型業務については，職務そのものの特性に着目し，

「職務の範囲が明確に定められ，日々それを繰り返して取り組むこと

が求められる業務」と定義する。  

 これまでの先行研究では，定型業務のもとでワークモチベーショ

ンが抑制される関係における，心理プロセスについての議論が十分

になされてきたとは言い難い。そこで本研究では，定型業務のもと

でワークモチベーションが抑制される理由として，職務特性そのも

のと，それに関係する心理プロセスに着目する。  

まず，定型業務がもつ職務特性そのものがワークモチベーション

を抑制するという見方である。定型業務の職務は単調であり，自身

の多様な能力を十分に発揮する機会に乏しく，その上，分業化され

ていることから職務自体は部分的であり，仕事の始めから終わりま

でといった全体に携わっている実感が得られにくい。そのような定

型業務の特性について， Hac k man  & Oldha m（ 1 97 6）の職務特性理論

が示唆を与えてくれる。職務特性理論は，職務再設計の際に考慮さ

れるべき，ワークモチベーションを左右する要因として，職務の特

性そのものに着眼している。その要因とは，①多様な技能の能力を

発揮でき（技能多様性），②タスクの始めから終わりまで携われ（タ

スク完結性），③重要だと思える内容で（タスク重要性），④自律性

を持って行え（自律性），⑤結果の把握を行いやすいこと（フィード

バック）である。この職務特性理論は，分業化がもたらした職務の

定型化，単調さが原因となる労働者の怠業や職務満足の低下を背景

に職務の充実性をはかるべく発達した。本研究が取り扱う定型業務
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は上記 5 つの特性の中でも，技能多様性と関連している。技能多様

性は，職務遂行の際に求められる多様な技能や能力であり，この技

能多様性を満たすことで職務遂行への手ごたえを感じ，ワークモチ

ベーションの維持や向上につながる。しかし，定型業務はその単調

性や多様な能力を発揮する機会の少なさから技能多様性に乏しく，

ワークモチベーションを向上させることが難しいと考えられる。  

では，定型業務を行う際の心理プロセスに関してはどうなのだろ

うか。 Hac k man  & Oldha m（ 1 97 6）の職務特性理論によると，職務の

特性から高い内発的動機づけや業績，自己成長に導くためには，心

理プロセスとして職務に有意義さや責任を感じ，職務を遂行した結

果を知り得ることが重要である。職務特性理論に基づき Hu mp hre y ,  

Na hr ga n g  & M or ges o n（ 20 07）はメタ分析を行い，職務特性とワーク

モチベーションや満足感など仕事の成果との関係について，職務意

義（ j ob  me an i n gf u ln es s）を感じるという経験が重要な心理プロセス

として位置づけられることを再確認している。職務意義を認知する

ことは，これまで自分が行ってきたことや現在取り組んでいる仕事

に意味や価値を感じることにつながることから，以後の職務の遂行

を動機づける。職務意義に類似する概念として， Pra t t  & Ashf o r th

（ 2 00 3）は職務の意味づけ（ se nse ma k in g）を，何らかの意義を感じ

ていることの表出であるとし，たとえば個人の人生を背景にした仕

事や役割についての個人的解釈であると定義している。具体的には

職務を行うことで得られる報酬や仕事そのものの価値の認識であ

る。この意味づけを感じることは，職務への姿勢やワークモチベー

ション，仕事の成果に効果を及ぼすという。職務意義の効果につい

て， Cha nd l e r  &  Kap e lne r（ 20 13）は，オンラインのサイトの文章や画

像の修正という単調な職務についてその意義を説明するという実験

を行い，職務の意義を理解した就労者はより多くの業務を行うこと

を明らかにしている。このように，たとえ定型業務に従事していた
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としても職務の意義を感じることができれば，ワークモチベーショ

ンを保つことができるだろう。しかし，先行研究において職務意義

の重要性は明らかにされたものの，どのような内容の意義が有効で

あるかについては検討されていない。  

 職務意義はどのような内容が含まれるかを考えるうえで， Ross o ,  

De kas  & Wr zesn i e ws k i（ 20 10）の包括的なレビューと分類は参考にな

る。 Ros so  e t  a l .（ 2 010）は職務に有意義さをもたらす要因について

先行研究のメタ分析を行い，自己と他者，作動性（主体性）と共同

性の 4 つの軸から分類している。自己に関係し作動性（主体性）が

高いものの場合は，自己効力感や自尊感情など自分自身の価値や有

能性に意義を感じる（個性化）。自己に関係し共同性が高いものだ

と，自己一貫性やアイデンティティの確立など自己一致状態に意義

を感じる（自己接続）。他者に関係し主体性が高いものだと，他者や

組織に貢献することで意義を感じる（貢献）。他者に関係し共同性が

高いものの場合には，所属組織の価値体系との一致や社会的同一性

に意義を感じる（一体化）。  

また，Ha c kma n  & Ol dha m（ 19 76）による職務特性理論のモデルにお

ける有意味感 me an i n gfu lne s s の捉え方には，不十分な点がある。それ

は，心理要因である有意味感について，「自分（他の他者）は，職務に

意義を感じるかどうか」，「職務は役に立たない些細なものかどうか

（逆転項目）」の大まかな側面についてしか測定されていないことで

ある。しかし，職場環境において個人が感じる有意味さの内容はもっ

と細かく分類できると考えられる。職務の有意味感について，心理要

因として「どのような点に職務の意義を感じるか」に関してさらに詳

細に検討する必要がある。  

Ro sso  e t  a l .（ 20 10）が示すような，個人の意識として意義を感じ

る対象として他者について検討する観点は，これまでのワークモチ

ベーション理論においては十分に議論されてこなかった。本研究で
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は，これらの知見に基づき自分以外の他者を意識した視点を取り入

れる。そして，労働価値観の概念と職務意義の分類をふまえ，職務

遂行において実際に認知する職務意義について，自己や他者に関し

て認識するポジティブな側面を有するものととらえ「職務から期待

できる重要性や価値の認知」と定義する。そのうえで，定型業務の

ワークモチベーション抑制に関連する要因として他者，自己，報酬

の 3 つに着目する。  

 

（ a）他者要因  まず，江口・戸梶（ 2 0 09）は労働価値観測定尺度を

作成し，他者については社会，所属組織，同僚の 3 つに分類している。

本研究でもこの 3 つの分類に従うこととする。中でも「社会」につい

て本研究では職務で関わるより具体的な関係他者を意味する「顧客と

社会」と定め，顧客と社会，所属組織，同僚の 3 つを他者の要因と見

なす。  

定型業務がワークモチベーションを損なう原因として，小笹（ 2 00 8）

は，自分の仕事が顧客や組織にどのように貢献しているか実感できる

機会がないことを指摘している。定型業務は分業化されているがゆえ

に，自身の職務遂行がどのような相手にどのように役立っているのか

が感じられにくいと考えられる。このことをふまえると，定型業務に

おいては他者に貢献するという職務意義が見出しにくいことでワー

クモチベーションが抑制されると考えられる。  

 

（ b）自己要因  次に，自己に関する職務意義について挙げる。自

己について江口・戸梶（ 2 00 9）は，自己の成長と達成感の 2 つに分

類しており，本研究においてもこの分類に従う。定型業務では，単

調な職務内容ゆえに職務遂行が容易になるまでに比較的労力を要し

ないと考えられるが，職務内容そのものは単調で有意味性を感じに

くく，職務遂行によって自身の能力が大きく向上する，自律性を発



34 

 

揮するといったこれらの自己の成長に関わる欲求を満たしにくい。

たとえば田尾（ 19 9 3）は，定型業務は深く学習する機会を奪い，達

成感を感じにくくすることを指摘している。また， Lo c ke  &  L a tha m

（ 1 99 0）は少し難しい目標設定がやりがいや達成感につながること

を指摘しているが，定型業務では望みにくい。これらの知見をふま

えると，個人の能力発揮や自律性に深い関係のある自尊心や職務へ

の強い熱意も同様に定型業務からは得られにくく，ワークモチベー

ションにつながりにくいと考えられる。  

 

（ c）報酬要因  ワークモチベーションについて検討する上で報酬

の影響は切り離せない。しかし，これら報酬要因は Her zb e rg（ 19 66）

の二要因理論では動機づけ要因ではなく衛生要因に位置づけられ

ており，それが充足されないと不満足を引き起こすものの，たとえ

充足されたとしてもワークモチベーションを高めるわけではない。

また，本研究で焦点を当てている定型業務は，その働きに対する高

水準の賃金や高い社会的評価などのインセンティブを そもそも期

待しにくい職務であることから，報酬要因はワークモチベーション

の規定因となりにくく，報酬要因とワークモチベーションとの間に

は関連は見られないと予想される。なお，江口・戸梶（ 200 9）は報

酬要因を社会的評価と経済的報酬の 2 つに分類しており，本研究も

この分類に従う。  

第 1 章および本章での議論をふまえ，下記の 3 つの仮説を導き，

実証的検討を行う。  

仮説 1 定型業務はワークモチベーションを抑制するだろう。  

仮説 2a 定型業務のもとでワークモチベーションが抑制されるの

は，顧客や社会，同僚などの他者に貢献する職務意義が期待されに

くいことに関係があるだろう。  

仮説 2 b 定型業務のもとでワークモチベーションが抑制されるの
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は，自己成長や達成感など自身の価値を認知できる職務意義が期待

されにくいことに関係があるだろう。  

仮説 2 c 定型業務のもとで社会的評価や経済的報酬などの報酬的

職務意義が期待されにくいことは，ワークモチベーションの抑制と

は関係がないだろう。  

 

方法  

調査手続きおよび調査対象者 

2014年 11 月から 12 月の間，質問紙調査を行った 1。 

1大学法人，9企業（通信 2 社，金融 1社，不動産 2社，建設 2社，印刷 1社，機

械 1社）の計 10組織で働くオフィスワーカーを対象とした。261 名の回答のうち不備

のあった 9名を除外し，有効回答 252名分を分析対象とした。男性 129名，女性 122

名，無回答 1名であった。職種別では販売・サービス職 34名，事務職 160 名，専門職

41 名，管理職 16名，無回答 1名であった。正規雇用者は 197 名，非正規雇用者は 55

名であった。平均年齢は 3 8 . 05 歳（ SD  =  8 .69），平均勤続年数は 1 0 . 34 年

（ SD  =  9 .79）であった。  

 

質問紙の構成  

定型業務度  定型業務の程度を測定する尺度は存在しないものの，

関連するものとして職務特性のうち多様性を測る田尾（ 1 97 8）や

Hac k ma n  & La wl e r（ 1 97 1）の尺度がある。これらの尺度は，職務上

での手続きや，内容の質的な変化の度合を測る項目として，個人が

自分の仕事に感じる質的多様性を測定するものである。これらを参

考に，本研究では定型業務の単調性や技能多様性の低さをふまえ，

定量的に仕事を評定する項目として「一日の中で，単調作業をして

いる割合が高い」，「一日の中で，変化のある内容の仕事をする割合

が高い（逆転項目）」，「一ヶ月を通して，変化のない仕事をしてい

る」など量的側面を測定する項目を付け加え，「私の毎日の仕事は単
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調である」，「職場で取り組む課題は，常に安定している」，「職場で

取り組む課題は，時々変化することがある（逆転項目）」とあわせて

計 6 つの項目を用いた。  

職務意義  職務意義について，江口・戸梶（ 2 00 9）の開発した労働

価値観測定尺度短縮版を参考にした。労働価値観測定尺度は，個々

人が職業生活の目的として重要であると考える点について尋ねるも

のである。本研究においては，職務意義がどの程度満たされている

かを測定するために，労働価値観の尺度項目についてどの程度仕事

の中で満たされているかを尋ねた。その際，職務遂行から感じられ

る重要性や価値の認知の度合として，「自分自身の成長（自己の成長

因子）」など 7 因子 21 項目について，質問項目が現在の自分にとっ

て仕事を行う上でどの程度重要であるかを「現在の仕事を行う上で

期待できること」と読み替えて尋ねた。中でも他者に関する要因に

ついては「社会の人々を助ける」を「顧客と社会の助けになる」と

するなど，具体的な関係他者を想像しやすいように社会という表現

を顧客と社会と言い換えて表記した。他者に関する要因について他

にも，組織への帰属意識として所属組織への貢献，職場での他者と

の関わりとして同僚への貢献について尋ねた。  

ワ ー ク モ チ ベ ー シ ョ ン  ワ ー ク モ チ ベ ー シ ョ ン に つ い て ， Dec i

（ 1 97 5）が内発的モチベーションとして定義づけた「活動自体が目的

である行為の過程」をふまえ作成された，堀江・犬塚・井川（ 2 00 9）

の項目を用い，活動自体から満足を獲得し動機づけられている状態を

尋ねる質問項目とした。「仕事はおもしろく今後も続けていきたい」な

ど 5 項目について尋ねた。  

 上記 3つの質問項目群について，「1. 全くあてはまらない」から「5. とてもあては

まる」までの 5件法で尋ねた。 
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結果  

尺度と記述統計の検討 2  

定型業務度  定型業務度の因子の構造を確認するため，定型業務

の項目について探索的因子分析（最尤法）を行った。固有値 1 以上

の基準から因子数を 1 とした。結果を表 2 -1 に示す。  

 

表 2 -1 定型業務度の因子分析結果  

 

 

特定因子に 0 . 35 以上の高い負荷を持たなかった 1 項目（職場で取

り組む課題は，時々変化することがある（逆転項目））を除外し，再

度因子分析を行い 5 項目 1 因子尺度となった（α  =  . 84）。  

職務意義  職務意義についての質問結果が 7 因子で説明できるかを

検討するため，職務意義の項目について誤差を推定した確認的因子分

析（最尤法）を行った。この最終的なモデルの結果を表 2 -2 に示す。 
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表 2 -2 職務意義項目の確認的因子分析結果（標準化推定値）  

 

モデル適合度の指標は，CF I  =  . 91 9，RMSE A =  .0 80，S RM R =  . 070 で

あった。項目数が多いため適合度は高くはないが，十分に許容できる

水準だと判断した。次に，職務意義の 7 つの因子について，各 3 項目

の内的整合性を測定するために，各因子の信頼性を求めた。その結果，

すべての因子について高い内的整合性が得られた。信頼性係数は，顧

客と社会への貢献がα  =  . 8 5，所属組織への貢献がα  =  . 81，同僚への

貢献がα  =  . 9 1，自己の成長がα  =  . 8 5，達成感がα  =  . 8 4，社会的評
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価がα  =  . 88，経済的報酬がα  =  . 81 であった。  

ワークモチベーション  ワークモチベーションの因子の構造を確

認するため，ワークモチベーションの項目について探索的因子分析

（最尤法）を行った。固有値 1 以上の基準から，因子数を 1 とし

た。結果を表 2 -3 に示す。  

 

表 2 -3 ワークモチベーションの因子分析結果  

 

以上の 3 尺度の平均値，標準偏差，信頼性係数および因子間相関

係数を表 2 -4 に示す。  
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表 2-4 各変数の平均値，標準偏差（SD），信頼性係数（α）および相関係数  

 

 

定型業務度は職務意義のほぼすべての要因と，ワークモチベーシ

ョンに対して負の関連が見られた。   

 

定型業務度とワークモチベーションの関連に及ぼす職務意義の媒介効果  

まず，定型業務度を説明変数，ワークモチベーションを基準変数として，単回帰分

析を行った。その結果，定型業務度は，ワークモチベーションと負の関連が見られた

（β = -.19, p < . 01）。これによって仮説 1が支持された。 

次に，本研究で想定した職務意義の媒介効果を検討するために，Baron & Kenny（1986）

の媒介分析の手順に従って，定型業務度から媒介変数への影響を検討した。その際に，

統制変数として，年齢，性別，雇用形態（正規・非正規），職務経験年

数を投入し，定型業務が職務意義の各要因を予測する関係について検

討した。モデルの説明力を表す調整済み決定係数は R 2  =  . 55 ,  p  <  . 0 1

であった。  

その結果を図 2-1に示す。定型業務度から，顧客と社会への貢献（β = -.16, p < . 

05），自己の成長（β = -.18, p < .01），達成感（β = -.24, p < .01），社会的評価（β 

= -.17, p < . 01）への影響は有意であった。所属組織への貢献（β = -.10, n. s.），同僚

への貢献（β = - .04, n. s.），経済的報酬（β = -.02, n. s.）は有意ではなかった。 

平均(SD ) α 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1.定型業務度 3.09(0.83) .84 ―

職務意義（他者 仮説2a）

　2.顧客と社会への貢献 3.67(0.81) .85 -.15 * ―

　3.所属組織への貢献 3.26(0.81) .81 -.14 * .42 ** ―

　4.同僚への貢献 3.60(0.73) .91 -.04 .28 ** .34 ** ―

職務意義（自己 仮説2b）

　5.自己の成長 3.84(0.67) .85 -.20 ** .50 ** .55 ** .26 ** ―

　6.達成感 3.33(0.82) .84 -.25 ** .43 ** .59 ** .24 ** .55 ** ―

職務意義（報酬 仮説2c）

　7.社会的評価 2.78(0.82) .88 -.22 ** .39 ** .36 ** .28 ** .34 ** .41 ** ―

　8.経済的報酬 3.19(0.92) .81 -.07 .20 ** .31 ** .07 .28 ** .32 ** .29 ** ―

9.ワークモチベーション 3.38(0.68) .76 -.19 ** .56 ** .55 ** .19 ** .62 ** .57 ** .36 ** .23 ** ―

Note. 
**

 p  < .01, 
*
 p  < .05
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最後に，定型業務度と，顧客と社会への貢献，所属組織への貢献，同僚への貢献，

自己の成長，達成感，社会的評価，経済的報酬の，職務意義 7変数を同時に説明変数

として投入したところ，定型業務度がワークモチベーションに及ぼす影響は有意では

なくなった（β = -.03, n. s.）。その一方で，自己の成長（β = .26, p < .01），達成感

（β = .22, p < .01），顧客と社会への貢献（β = .26, p < .01），所属組織への貢献

（β = .20, p < .01）の効果が有意であった。同僚への貢献（β = -.09, p < .10），社会

的評価（β = .03, n. s.），経済的報酬（β = .02, n. s.）は有意ではなかった。 

媒介効果の有意性を検討するため Sobel test（Sobel, 1982）を実施した結果，顧客と

社会への貢献（Z = - 2.32 , p < .05），自己の成長（Z = -2.50, p < .05），達成感（Z = -

2.65 , p < . 01）は，それぞれ有意な媒介効果を示した。その他の４つの尺度は有意な媒

介効果が見られなかった。 

 

図 2 -1  定型業務度とワークモチベーションを媒介する変数の影響  
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これらの結果により，他者に関する要因である顧客と社会への貢献，自己に関する

要因である自己の成長と達成感を期待できないことが定型業務のワークモチベーショ

ンを抑制していることが示された。一方，社会的評価や経済的報酬の外的要因は，予

測通り定型業務のもとでワークモチベーションを抑制する効果は認められなかった。 

 

考察  

 本研究では，定型業務のもとでのワークモチベーションに着目

し，どのような心理プロセスによってワークモチベーションが抑制

されるのかを明らかにすることが目的であった。本研究では， 4 つの

仮説について検討した。まず，定型業務はワークモチベーションを

抑制すると予測した（仮説 1）。その関係には職務意義が媒介すると

仮定し，顧客や社会，同僚など他者に関わる職務意義（仮説 2a）と

自己成長や達成感など自己に関わる職務意義（仮説 2 b）が期待され

にくいことでワークモチベーションの抑制に影響すると予測した。

また，社会的評価や経済的報酬などの報酬的な職務意義が期待され

にくくてもワークモチベーションの抑制には関連しない（仮説 2c）

と予測した。本研究の結果，仮説 1，仮説 2b，仮説 2c は支持され，

仮説 2a については一部支持された。これらの結果は，定型業務の程

度が高いほど職務意義の中でも他者および自己に関わる職務意義が

期待されにくく，それゆえに，ワークモチベーションが抑制されて

いることを示していた。  

まず仮説 1 において，定型業務は業務の単調な繰り返しであるこ

とから，ワークモチベーションに対して抑制的な効果をもつと予想

した。本研究の結果はこの仮説 1 を支持するものであり，定型業務

度はワークモチベーションと負の関係性を示しており，定型業務は

ワークモチベーションを損なうものであることが示された。  

定型業務がワークモチベーションを抑制する心理プロセスについ

てどのような職務意義が関連しているのかを検討したところ，他者に
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関する職務意義の中でも顧客と社会への貢献が期待さ れにくいこと

が影響していた。このことから，定型業務の場合，職務遂行を通じた

顧客や社会という他者への役立ちが期待さ れにくいことがワークモ

チベーションの抑制を引き起こしていると考えられる。この結果，職

務意義の規定因として江口・戸梶（ 2 0 05），R oss o  e t  a l .（ 2 010）が示す

他者に関するものの中でも，顧客や社会という所属組織の外にいる対

象への職務意義が定型業務には見出しにくく，ワークモチベーション

が抑制されることが明らかとなった。   

他者に関する要因の中で，所属組織への貢献と同僚への貢献が定型

業務のワークモチベーションの抑制に影響しなかった。定型業務は，

与えられた職務を遂行し，それが次の段階を行う従業員に機械的に引

き継がれていく性質を帯びている。そのため，各自与えられた職務を

責任をもって遂行しているものの，職務そのものは所属組織や同僚に

いかに貢献するかを問われる性質のものではない。そのため，定型業

務という分業化された職務の遂行において所属組織や同僚の役に立

てるか否かまでは認知されず，ワークモチベーションが抑制されなか

ったと考えられる。これらの理由により，所属組織への貢献と同僚へ

の貢献の有無は，定型業務のワークモチベーション抑制に影響をもた

らす要因ではないと考えられる。  

一方，定型業務のもとにおいても，個人は企業体の一員として顧客

や社会への何らかの役立ちを問われ実感すべく職務を遂行するが，定

型業務の遂行においてそれが期待されにくく，ワークモチベーション

を抑制させてしまっていると考えられる。ワークモチベーションの抑

制を回避するためには，自らの職務がどのように顧客と社会への貢献

につながるものと認知できるかが重要な点であると考えられる。  

また，定型業務では自己成長や達成感が見込めないためにワークモ

チベーションが抑制されていることが示された。定型業務は単調で遂

行自体が比較的簡単であるがゆえに，はっきりとした自己成長や達成
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感を得にくいと考えられる。本研究は，定型業務のもとでは自身の能

力の高まりを実感させるような職務意義が期待されにくいことや，自

身の能力を存分に は発揮しにくくワークモチベーションが抑制され

るという関係を明らかにした。このことは，定型業務のワークモチベ

ーションについて，自己成長や達成感など，就労者の職務遂行能力の

高まりや能力の発揮ぶりを実感させる職務意義に着目する必要性を

示唆している。  

定型業務は，報酬要因のうち社会的評価を引き下げていた。この結

果により，職務の定型業度が高いほど，その職務遂行を通じて他の

人々からの注目や尊敬を得ることはあまり期待できないと考えられ

る。しかし，社会的評価と経済的報酬はどちらも定型業務とワークモ

チベーションの抑制との関係について影響せず，ワークモチベーショ

ンを抑制する効果が認められなかった。このことから，報酬は定型業

務のワークモチベーションを損なう要因ではないことが示唆された。

報酬要因は H e r zb e rg（ 1 96 6）の二要因理論によると衛生要因であり，

ワークモチベーションに直接には関係しないことから，定型業務のワ

ークモチベーション向上を目指して報酬要因を充足させる取り組み

には限界があるだろう。  

本研究の結果は，定型業務のもとで従業員はモチベーションを維

持することが難しいという前提をふまえつつ，その職務を通じた成

長や職務そのものの達成感，および顧客や社会への貢献感をいかに

実感させるかが，現場の管理者がマネジメントを講じる上で有すべ

き重要な視点であることを示唆している。  

本研究は，定型業務に焦点を当て，ワークモチベーションを抑制

する要因として大きく 3 つの職務意義に着目し，これらの要因が定

型業務のもとでワークモチベーションが抑制されるプロセスに関係

することを明らかにした点に意義がある。また本研究の結果は，こ

れまでの職務の意義づけに関する先行研究に，職務遂行を通じて関
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わる人々へ行う貢献や自分自身の成長や達成感など能力の認知に関

する職務意義の感じられにくさという追加的知見を与えるだろう。  

本研究の限界についてまとめる。本研究では，定型業務という業務

の特性の度合いを測定することを目指した。しかし，測定は回答者の

評定によるものであったため，定型業務度の結果に回答者の主観が入

り込んでいる可能性は否定できない。また，質問紙を用いた一回のみ

の調査であったことから，経時的変化や組織内の人々とのやり取りに

よって受ける影響については十分には検討できていない点が挙げら

れる。    

今後の展望として，実際の職務遂行場面において介入研究を行い，

定型業務のもとでのワークモチベーションの改善効果を検討するこ

とが考えられる。本研究から，定型業務のもとでも職務意義を感じる

ことができればワークモチベーションを向上させる可能性が示唆さ

れたものの，どのような取り組みがワークモチベーションを向上させ

るかは明らかになっていない。職務意義を感じさせる取り組みとして，

有効なマネジメントや効果的なリーダーシップについて，本研究の結

果をふまえて検討し具体的に明らかにしていくことで実践的示唆も

得られるだろう。  
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脚注 1．回答側の要望により，調査項目は同じだが，質問紙の配布と回収を

窓口担当者に依頼し後日返送してもらう方法と，インターネット経由で回

答してもらう方法で行われた。なお，回答者は不特定を対象としたもので

はなく，調査者の依頼によって回答を承諾している。  

 

脚注 2. 二つの回収方法による回答傾向の違いの検討 

二つの回収方法による回答傾向の違いについて，t 検定を用いて有意差を

検討した。その結果，職務意義の認知について紙媒体の回答の方が有意に

高かった。要因ごとの結果を表に示す。  

 

表（脚注 2）  二つの回収媒体の違いによる回答傾向の差異の有無  

 

 

雇用形態に着目すると，インターネット経由の回答者は 1 0 1 人中 3 6 人

（ 3 5 . 6％）が非正規雇用者であった一方で，紙媒体での回答者は 1 5 1 人中

7 5 人（ 7 4 . 3％）であり，ｔ検定の結果，インターネット経由の回答者の非

正規雇用者割合は有意に高かった。このことより雇用形態によって職務意

義の感じ方に違いがあると判明したものの，雇用形態に関わらず人々の定

型業務について検討することとし，二つの媒体による回答群を合算して分

析を進めた。  
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第 3 章  

 

 

 

上司のフィードバックがワークモチベーショ  

 

ンを向上させる関係を社会的貢献感が媒介す  

 

る効果  
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【第 3 章の概要】  

 定型業務においては，職務遂行による社会的貢献は期待されにく

いと考えられた。本章では，定型業務として受電型コールセンター

のテレフォンオペレーターを対象とし，社会的貢献感を促す先行因

として上司からのポジティブフィードバックに着目して，質問紙調

査の手法を用いてワークモチベーションとの関係を検討した。  
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問題  

第 1 章にて問題提起したように，定型業務に関しては，他者からの

評価がなされにくいため，職務遂行による社会的貢献感が期待されに

くいと考えられる。第 2 章の対象であった定型業務では，自己そして

他者に関する職務意義が感じられにくいためワークモチベーション

が抑制されることが明らかとなった。では，定型業務を行いつつも比

較的対人的な，受電型コールセンターのテレフォンオペレーターとい

う職務においては，職務意義の中でも職務で関わる他者への役立ちを

認知している状態である社会的貢献感は，ワークモチベーションとど

のような関係にあるだろうか。本研究の目的は，定型業務について，

社会的貢献感に注目し，ワークモチベーションにどのような効果があ

るのかを明らかにすることである。  

第 1 章でも述べたように，成果や業績の達成を前提とした職務を対

象としたワークモチベーション理論はこれまで多く見られ，報酬や評

価・目標など成果として具体的に設定しやすい要因をワークモチベー

ションの規定因として論じている。一方，成果や業績を効果的には設

定しにくい定型業務を明瞭に意識したワークモチベーションの理論

や知見においては，目標の具体化とは別の視点から，個人の態度や職

場での対人関係に着目した関係要因が検討されている。たとえば，仕

事への態度に関して，医療従事者については患者の治療に携わるとい

うプロ意識（ Newt o n ,  Ke l l y,  Kre ms er,  J o l l y  & Bi l l e t t ,  2 009； Matha ue r  &  

Imh off ,  2 00 6）や仕事の有能感と専門職アイデンティティ（堀田・奥野・

戸村・柳， 20 09）などが，また，専門技術職については職務内容その

ものおよび他集団よりも社会的に認められることから得られる誇り

（藤野・堀下・園田・山口， 2011；下村・堀， 20 03）などが，具体的

な成果や業績の達成を前提としない職務のワークモチベーションの

規定因として明らかにされている。また，対人関係に着目したものと

しては，職務の遂行において上司や同僚から受けるサポートである人
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的支援（ B a kker  & Do mero u t i ,  2 00 7 ;  Rho ades  &  Ei sen be rge r,  200 2）や他

者からの賞賛など社会的に受ける評価（ Her zbe rg ,  1 96 6）がワークモチ

ベーションを高める要因に位置づけられている。中でも人的支援につ

い て は ， 職 場 他 者 か ら の 支 援 が 職 務 の 専 門 的 役 割 を 認 識 さ せ た り

（ E ver s ,  va n  de r  He i j den ,  Kr e i j ns  &  Ver meu le n ,  20 16），職務への積極性

を高めること（ Ba kker,  2 011）が明らかになっている。さらには，対話

を用いて行動や学習，発達を促すコーチング（ T he ebo o m,  Be e r s ma  & 

van  Vi ane n ,  20 14； Gran t  &  P a l mer,  2 00 2）の手法には，他者から受ける

承認の有用性が取り入れられている。これらいずれの要因も，自身の

働きが何か「人の役に立った」という感覚が土台となっていると考え

られる。このような他者の役に立てるという感覚は専門的職務のみな

らず幅広い職務に当てはまり，ワークモチベーションの規定因として

適用範囲が広いため，定型業務のワークモチベーションを統合する要

因としても捉えられる。では，他者の役に立てるという感覚とは，具

体的にどのような性質のものであろうか。  

 

ワークモチベーション規定因としての社会的貢献感  

先行するワークモチベーション理論の中でも，期待理論は，ワーク

モチベーションの規定因として行動が結果に結びつく期待と行動の

結果に対する魅力に着目し，目標設定理論は職務における客観的目標

に着目している点において，両者は職務遂行から得られる報酬や評価，

達成感を直接満たそうとするものである。一方，職務遂行において魅

力的な報酬や評価を得ることや目標を設定して達成感を味わうこと

が難しい場面もあるだろう。たとえば，企業や団体活動の一端を担う

労働者は，社会・顧客・所属組織など多方面の人々と相互に関わり合

いながら職務を遂行するも，職務の遂行における行動の全てが利益に

直接つながる訳ではなく，日々の活動を評価されにくい面もある。よ

って，自身の仕事が大きく貢献したという実感が得られにくいことも
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あるだろう。しかし，個人の働きは，企業利益に直接つながらなくて

も，間接的には他者の役に立っていると考えられる。そして，その働

きが他者の役に立つと認識できることで，働きそのものが自身にとっ

て肯定的に捉えられ，次なる職務遂行へのモチベーションを生み出し，

必要とされる職務行動へとつながると考えられる。この他者の役に立

つという認識については，従来ワークモチベーションの規定因として

十分に検討されてきたとは言い難い。  

では，他者の役に立てるという感覚は，ワークモチベーションとど

のような関係にあるのか。関連する先行研究の中でも，有吉・池田・

縄田・山口（ 20 18）は，職務を通じて顧客や社会という他者の役に立

つと期待できることがワークモチベーションと正の関係にあること

や，定型業務がワークモチベーションを抑制する心理プロセスにおい

て自身の成長や達成感，そして顧客と社会への貢献という職務意義が

感じられにくいことが影響することを明らかにしている。また，他者

の役に立つ行いそのものは他者の役に立てるという感覚に直接的に

関連すると考えられる。第 1 章，第 2 章で挙げたように，Ro sso ,  De kas  

&  Wr zes n i e ws k i（ 2 0 10）による他者に意義ある働きかけをする「貢献  

Co nt r ib u t io n」のような他者へ着目した要因は，ワークモチベーション

に つ な が る も の で あ る こ と が 示 唆 さ れ て い る 。 こ れ ま で の 有 吉 他

（ 2 01 8）や Ro sso  e t  a l .（ 2 01 0）をふまえた議論により，他者の役に立

てるという感覚は直接的に自己利益を追求した結果から得られるも

のではなく，その職務活動において具体的な成果を設定しにくい職務

のワークモチベーション向上要因として位置づけることが期待され

る。  

ここまで議論されてきたように，心理プロセスの中に他者の役に立

てるという認識を仮定することで，定型業務のワークモチベーション

に到る過程をうまく説明できるだろう。  

本研究では，職場において顧客や同僚さらには所属組織に役立って
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いるという感覚を新たに「社会的貢献感」と定義する。先行研究では，

個人が職場で関わりを持つ他者として複数の対象が存在することが

指摘されている。有吉他（ 2 01 8）は，職場において他者の役に立てる

という職務意義を認知する際の対象として顧客と社会，所属組織，同

僚の 3 つを位置付けている。これをふまえ，本研究においての職場で

関わり貢献する対象である他者として，顧客と社会，所属組織，同僚

の 3 つを想定する。自分の働きが職場で関わる他者の役に立つと自ら

認識することで，自分の能力が他者に求められることを認知でき自分

の存在意義を感じられることより，この社会的貢献感は，定型業務を

遂行する際のワークモチベーションについて重要な要因であると考

える。  

 

社会的貢献感の規定因としての上司からのフィードバック  

人が社会的貢献感を感じるのは，どのような場合か。たとえば，職

務遂行によって他者に役立つというフィードバックを受けられるよ

うな職務特性（ Ha c kma n  & Oldh a m,  1 9 76）がある場合かもしれない。

また，第１章では仕事の資源（ Ba kker  &  De mer ou t i ,  2 00 7）に着目した。

この仕事の資源なかでも承認を含むフィードバックには，社会的貢献

感を高める効果があると考えられる。  

例えば，社会的貢献感がワークモチベーションにつながる関係の理

解について，承認行動（太田， 2 011）に関する研究が有益な示唆を与

えてくれる。太田（ 2011）は，人材派遣会社の管理職が部下に行うフ

ィードバックとして，派遣先からのお礼など客観的情報や具体的事実

に基づき褒めることで，部下に承認を感じさせる取り組みを行ってい

る。その結果，承認は部下が自信を持って職務を遂行し目標に向かい

努力する意欲の維持につながる要因であることを示している。この結

果は，上司から部下へ仕事ぶりを伝達することで，部下は自身の能力

や貢献の高さを明確に意識化するようになり，それがワークモチベー
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ションに対してポジティブな影響を与えることを示唆している。この

ようにポジティブな反応が生じるのは，管理者から承認を得ることで，

自分の働きが他者へ役立てるという社会的貢献感を通じて自分自身

に価値を認めることができる（ Cr oc k e r  &  Wol fe ,  2 00 1）ためであると

考えられる。  

また，承認の受け手の心理プロセスについて，具体的な承認行動の

一つである感謝がさらなる理解を促してくれる。まず，他者から感謝

の言葉を受けることで，承認の送り手が受け手の働きぶりを認知して

いることが示される（ Al goe ,  2 01 2）。そうすることで，受け手は自身の

働きについて真に他者（送り手）に役立てるという認識，すなわち社

会的貢献感を感じられる（ P enn er,  Do v id io ,  P i l i a v i n ,  &  S chr oed e r,  20 05）。

第 1 章でも述べたように，感謝が及ぼす効果としては，自信を持たせ，

自分自身が価値のある存在だと感じさせる（ Gran t  &  Gi no ,  20 10）。ま

た，感謝の受け手は社会的貢献感を感じ，自身の能力が他者へ役立つ

と認識され，職務遂行への自己効力感（ Ban dur a ,  1 97 7 ,  199 7）も高ま

る。さらに，感謝の受け手は送り手以外の他者にも向社会行動を行う

ことが示されている（ Gra n t  & Gin o ,  2 010 ;  Ri nd  &  Bord i a ,  199 5 ;  Cla r k ,  

Nor t h r op ,  &  Bar ks h i r e ,  1 98 8）。これらのことより，人は，感謝という承

認を受けることによって社会的貢献感が引き起こされ，この社会的貢

献感は，ワークモチベーションの源泉とも成り得ることがわかる。  

これをふまえて本研究が対象とする定型業務を見てみると，職務遂

行という行動そのものについて褒めるなどのポジティブフィードバ

ックは，自身の働きの役立ちの感覚すなわち社会的貢献感の認識を高

めるのに有効であると考えられる。関連する先行研究として，島貫

（ 2 00 7）は，職務の専門性が低い派遣社員のワークモチベーションに

ついて，仕事ぶりに対する評価や改善点について説明するといったフ

ィードバックが有効であることを質問紙調査から明らかにしている。

そして先述の太田（ 2 011）にも示唆されているように，ポジティブな
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フィードバックは受け手の能力や貢献の高さを明確に意識化させ，ワ

ークモチベーションにポジティブな影響を与える。  

このように，職務遂行における他者への役立ちを認め褒めることの

効果は，具体化できる目標だけではなく，日々の仕事ぶりも評価の対

象となり得ることを示しており，職務遂行から得られる成果を把握し

にくく，成果について客観的・具体的に設定しにくい職務のワークモ

チベーション向上に効果があることを示唆している。  

また，上司からのフィードバックにはポジティブなものばかりでは

なく，ネガティブなものも含まれる。叱るなどのネガティブフィード

バックは，ある条件下では，ワークモチベーションに有用に働くこと

もある。たとえば，  Sc hro ede r  & F i s hba c k（ 2 01 5）は，目標の進捗が

芳しくない場合や，専門職の場合，そしてフィードバックの送り手と

受け手が親密な関係にある場合にはネガティブフィードバックが効

果的であることを示唆している。また，ネガティブフィードバックの

影響における職務特性が持つ役割について，繁枡（ 201 4）は，正確さ

が求められ仕事の負荷が大きいが自由度の高い職務の場合は，自律的

に遂行できるためネガティブフィードバックを活かして創造的に改

善できるとしている。一方，正確さを求められながら自由度の低い職

務の場合は，ネガティブフィードバックを受けても責任を求められる

脅威となりやすいことや，手順化された職務内容ゆえに自分なりの改

善を行いにくいことを指摘している。これら先行する知見をふまえる

と，本研究が対象とする定型業務は自律性が低いため，ネガティブフ

ィードバックは一時的には効果は見られるかもしれないが，長期的に

はワークモチベーションとは関係性は認められないと考えられる。ま

た，ネガティブフィードバックと社会的貢献感の関係については，ネ

ガティブフィードバックは受け手の働きを否定する行為であるため，

受け手は自身の働きが正しいものでないと判断し，他者に対する働き

の効果が感じられず，「人の役に立った」という感覚である社会的貢献
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感の生起には関連しないと考えられる。  

 

モチベーションと職務行動との関連性  

職務をやり遂げようとするワークモチベーションは，直接的に職務

の遂行に効果を及ぼし，適切な職務行動につながる。この関係は，こ

れ ま で 多 く の 先 行 研 究 に よ り 明 ら か に さ れ て い る （ Gu es t ,  1 99 7 ;  

La th a m & P i nde r,  20 05 ;  Loc ke  &  L a th a m,  2 00 4 ;  P i nd e r,  20 08）。 Bar r i c k ,  

S t e war t  & P io t ro ws k i（ 2 00 2）は，テレマーケティングセールスを行う

販売員を対象にした調査から，職務を達成しようとするワークモチベ

ーションが，高い業績に関係することを明らかにしている。また，Gra n t  

&  Wr zes n i e ws k i（ 2 0 10）は，大学の資金調達係について，職務を通じ

て他者の役に立とうとするワークモチベーションにより，より多くの

寄付金を集めるという職務行動が高まることを明らかにしている。  

第 1 章および本章での議論をふまえ，下記 4 つの仮説を導き，実

証的検討を行う。  

仮説 1 社会的貢献感はワークモチベーションを向上させるだろう。 

仮説 2a 上司からのポジティブフィードバックは，社会的貢献感を

高め，ワークモチベーションを向上させるだろう。  

仮説 2 b 上司からのネガティブフィードバックは社会的貢献感の

向上に関係せず，ワークモチベーションとも関連しないだろう。  

仮説 1 に至るまでの議論も含めたこれまでの議論により，ポジティ

ブフィードバックにより高められた 社会的貢献感を通じて向上した

ワークモチベーションは，適切な職務行動に正の関連があると考え，

次の仮説を導いた。  

仮説 3 社会的貢献感によって高められたワークモチベーションは

適切な職務行動と正の関連があるだろう。  
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方法  

定型業務が遂行される職場組織として，本研究では，顧客からの受

電業務を行う A 社コールセンターのテレフォンオペレーターを調査

対象とした。A 社コールセンターは国内に 6 拠点を展開しており，職

務内容は生活機器端末操作のトラブル対応である。  

組織構成は，管理者の多くが A 社による直接雇用の男性社員であ

り，主に受電業務を行うオペレーターの多くが女性の派遣社員であっ

た。職場では 5～ 6 名で 1 つの班が形成され，全員で同じトラブルの

内容が映し出されるモニターを監視していた。受電後は顧客に対して

誤ることなく適切に対応できるように，メンバー間で連携しながら顧

客対応がおこなわれていた。  

 

調査手続きおよび調査対象者  

201 5 年 1 2 月から 2 01 6 年 1 月にかけて質問紙調査を行った。調査

手続きとして A 社 6 事業所それぞれの担当者に配布と回収を行って

もらった。回収時は個人ごとに両面テープ付きの封筒に封入してもら

い，プライバシーの保護に努めた。対象者はオペレーター 1 79 名であ

った。性別は男性 1 7 名，女性 1 4 7 名，不明 1 5 名，平均年齢は 47 .6 4

歳（ S D ＝  9 . 7），平均勤続年数は 6 .2 年（ S D ＝  5 . 3）であった。なお，

本調査で対象としたオペレーターは全員が派遣社員であった。ただし，

正社員の補助的な業務ではなく，専門知識を用いて取り組むことが求

められる職務であった。  

 

質問紙の構成   

フェイスシート  年齢，性別，勤続年数を尋ねた。  

上司からのフィードバック  上司からのフィードバックについて，

回答者には派遣先の上司を想定させた。ポジティブフィードバックに

ついては“上司から感謝される”，“上司から褒められる”の 2 項目（α  
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= .7 4）であった。ネガティブフィードバックについては“上司から怒

られる”，“上司から叱られる”の 2 項目（α  =  . 88）であった。“まっ

たくない（ 1 点）”，“月に一度（ 2 点）”，“週に一度（ 3 点）”，“週に二，

三度（ 4 点）”，“毎日（ 5 点）”の 5 件法で尋ねた。  

社会的貢献感  社会的貢献感を適切に理解するのに有効な知見と

して，江口・戸梶（ 20 09）の労働価値観がある。江口・戸梶（ 2 0 04）

は，個人が有する労働価値観を測定するに際して，日本人に特有な所

属組織への貢献要因を取り入れ，尺度を作成し（江口・戸梶，2 00 9），

その中の他者への貢献の要因について，所属組織への貢献，同僚への

貢献，社会への貢献の 3つの分類を見出した。有吉他（ 20 18）はこの分

類を採用しており，本研究においても職場での社会的他者への貢献感

をとらえるにあたり，江口・戸梶（ 20 04，20 09）の 3分類を用いた。江

口・戸梶（ 2 009）の労働価値観尺度の 3つの貢献要因について“現在あ

なたはコールセンターの業務を通して，項目の内容をどの程度満たし

ているとお考えですか”という表現に変え尋ねた。同僚への貢献感“同

僚の役に立てる”など 3項目（α  =  . 9 2），  顧客と社会への貢献感“自

分の働きが顧客の助けになる”など 3項目（α  =  . 8 7），  所属組織への

貢献感“仕事を通して所属する組織へ貢献できる”など 3項目（α  =  . 88）

について“全く満たしていない（ 1点）”から“非常に満たしている（ 5

点）”までの 5件法で尋ねた。  

ワークモチベーション  ワークモチベーションの測定について，池

田・森永（ 20 17）の多面的ワークモチベーション尺度を使用した。こ

の尺度には 4 つの側面（達成志向モチベ―ション，協力志向モチベー

ション，競争志向モチベーション，学習志向モチベーション）がある。

本研究では職務遂行に関するワークモチベーションについて検討す

るため，達成志向モチベーションについて“私は，自分の職務を完了

させるまで粘り強く取り組んでいる”など 3 項目（α  =  . 7 9）を用い

て“全く当てはまらない（ 1 点）”から“非常に当てはまる（ 5 点）”ま
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での 5 件法で尋ねた。  

顧客を配慮した適切対応  受電型オペレーターの職務は，主に顧客

のトラブルや困惑への対応であるため業績達成度などよりも，いかに

顧客により良く対応できるかが求められる。このコールセンターにお

いては顧客の気持ちに寄り添った対応が必要とされるため，本研究に

おいては，顧客を配慮した適切な対応を職務行動指標として用いた。

顧客への配慮として，石川（ 20 11）のコールセンターの感情労働的行

動尺度の，「顧客の感情への敏感さ（気配り）」について尋ねる“お客

様の立場に立って，応答することがある”，“お客様の気持ちを察する

ように心がけている”など 4 項目（α  =  . 8 8）を用いて“まったくな

い（ 1 点）”から“よくある（ 5 点）”までの 5 件法で尋ねた。  

 

結果  

まず，各因子の項目について行った分析の結果を示す。  

上司のフィードバック  上司のフィードバック尺度の信頼性を検

討するため，項目分析を行った。各項目の平均値と標準偏差値，因子

の信頼性係数を表 3 -1 に示す。  

 

表 3 -1 上司のフィードバックの項目分析結果  

 

 

信頼性係数は，上司のポジティブフィードバックがα  =  . 74，上司

のネガティブフィードバックがα  =  . 88 であった。  

社会的貢献感  社会的貢献感についての質問結果が 3 因子で説明で

項目 M SD
信頼性係数

(α)

上司のポジティブフィードバック .74

　上司から感謝される 1.84 1.14

　上司から褒められる 1.62 .84

上司のネガティブフィードバック .88

　上司から怒られる 1.53 .87

　上司から叱られる 1.55 .82
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きるかを検討するため，職務意義の項目について確認的因子分析（最

尤法）を行った。この最終的なモデルの結果を表 3 -2 に示す。  

 

表 3 -2 社会的貢献感項目の確認的因子分析結果（標準化推定値）  

 

モデル適合度の指標は，CF I  =  . 9 8 5，RMSE A =  .0 64，S RM R =  . 0 46 で

あり，適合度は十分に許容できる水準だと判断した。次に，社会的貢

献感の 3 つの因子について，各 3 項目の内的整合性を測定するために，

各因子の信頼性を求めた。その結果，すべての因子について高い内的

整合性が得られた。信頼性係数は，顧客と社会への貢献感がα  =  . 8 7，

所属組織への貢献感がα  =  . 8 8，同僚への貢献感がα  =  . 92 であった。  

ワークモチベーション  ワークモチベーション尺度因子の信頼性

を確認するため，ワークモチベーションの項目について項目分析を

行った。平均値と標準偏差値，信頼性係数を表 3 -3 に示す。  

 



60 

 

表 3 -3 ワークモチベーションの項目分析結果  

 

ワークモチベーション尺度の信頼性係数は，α  =  . 79 であった。  

顧客を配慮した適切対応  顧客を配慮した適切対応尺度因子の信

頼性を確認するため，項目分析を行った。平均値と標準偏差値，信

頼性係数を表 3 -4 に示す。  

 

表 3 -4 顧客を配慮した適切対応の項目分析結果  

 

顧客を配慮した適切対応尺度の信頼性係数は，α  =  . 93 であっ

た。  

要因間の関係を検討するため，相関分析を行った。各要因の平均値

と要因間の相関係数を表 3 -5 に示す。  

 

 

 

 

項目 M SD

ワークモチベーション (α = .79)

　私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように
　貢献するかを理解している

3.60 .83

　私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて
　職務に従事している

3.42 .92

　私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる 3.62 .83

項目 M SD

顧客を配慮した適切対応 （α = .93）
　お客様が何を望んでいるのか、考えて応答することがある 4.21 .73

　お客様の立場に立って、応答することがある 4.16 .69

　お客様の気持ちを察するように心がけている 4.30 .66

　お客様の口調や声のトーンに常に気を使っている 4.29 .68
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表 3 -5  本研究で使用した各変数の記述統計量と相関係数  

 

 

上司のポジティブフィードバックの平均値は他の要因と比較して

低いものの，ワークモチベーションと正の相関関係にある事が示され

た（ r  =  . 26 ,  p  <  . 01）。さらに，上司のポジティブフィードバックは社

会的貢献感の 3 つの要因とも有意な正の相関関係があった 3。  

 

構造方程式モデリングによる影響過程の検討  

次に，本研究において構築した仮説 に基づく影響過程について，

H A D（清水 ,  20 1 6）を用いて検討した。母数の推定は最尤推定法を用

いた。構造方程式モデリングの結果を図 3 -1 に示す。適合度指標は，

CF I  =  1 .0 0  , RMS E A =  .0 0  ， S RM R =  . 021 であり，十分な適合を示し

た。  

M SD 1 2 3 4 5 6 7 8

1. 勤続年数 6.23 5.29 －
2. 上司ポジティブFB 1.73 0.89 -.16 + －
3. 上司ネガティブFB 1.55 0.80 -.12 .00 －
4. 顧客と社会への貢献感 3.38 0.71 .10 .33 ** -.12 －
5. 所属組織への貢献感 2.66 0.90 .24 ** .38 ** -.08 .58 ** －
6. 同僚への貢献感 3.19 0.76 .33 ** .30 ** -.14 + .54 ** .44 ** －
7. ワークモチベーション 3.55 0.72 .12 .26 ** .01 .60 ** .55 ** .35 ** －
8. 顧客を配慮した適切対応 4.24 0.63 .17 * .11 -.06 .47 ** .34 ** .32 ** .47 ** －
Note. ** p  < .01, * p  < .05, + p  < .10
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まず，各パスの標準化推定値をもとに，上司のポジティブフィード

バックから社会的貢献感の 3 つの要因へと影響するパスについて検討

した。その結果，顧客と社会への貢献感（β  =  . 33 ,  p  <  . 0 1），所属組

織への貢献感（β  =  . 38 ,  p  <  . 0 1），同僚への貢献感（β  =  . 3 0 ,   p  <  . 0 1）

へのパスはすべて有意であった。また， 3 つの社会的貢献感からワー

クモチベーションへのパスの係数はそれぞれ，顧客と社会への貢献感

（β  =  . 43 ,  p  <  . 01），所属組織への貢献感（β  =  . 31 ,  p  <  . 01），同僚へ

の貢献感（β  =  - . 0 1 ,  n .  s .）であり，一部を除いて有意な正の効果が見

られた。  

さらに，仮説に関わる媒介効果を検証するため，媒介分析を行った。

はじめに，上司のポジティブフィードバックからワークモチベーショ

ンへの影響について検討したところ，直接的な影響力は中程度であっ

た（β  =  . 2 7 ,  p  ＜  . 0 1）。次に，顧客と社会への貢献感を媒介変数と

して投入した。その結果，上司のポジティブフィードバックから顧客

と社会への貢献感（β  =  . 33 ,  p  ＜  . 0 1），顧客と社会への貢献感から

ワークモチベーション（β  =  . 58 ,  p  ＜  . 0 1）には正の影響が認められ

た。そして，上司のポジティブフィードバックからワークモチベーシ

ョンへの直接的な影響は認められなくなった（β  =  . 0 8 ,  n .  s .）。加え

て，So be l - t e s t  （ So b e l ,  1 98 2）を行った結果，顧客と社会への貢献感の

投入により，上司のポジティブフィードバックの影響が有意に減少し，

間接効果が示された（ Z  =  2 .3 1 ,  p  ＜  . 05）。同様に，所属組織への貢献

感（ Z  =  3 . 30 ,  p  ＜  . 01）についても S o be l - t e s t の結果，有意な間接効

果が認められた。しかし，同僚への貢献感についての有意な間接効果

は認められなかった（ Z  =  0 .1 5 ,  n .  s .）。  

また，上司のネガティブフィードバックから 3 つの貢献感に至るパ

スについて，顧客と社会への貢献感（β  =  - . 12 ,  p  <  .  10），所属組織へ

の貢献感  （β  =  - . 08 ,  n .  s .），同僚への貢献感  （β  =  - . 13 ,  p  <  . 1 0）

への影響は，概ね有意傾向が見られた。仮説に基づき上司のネガティ



64 

 

ブフィードバックとワークモチベーションの関係について， 3 つの社

会的貢献感が媒介する過程を検討した結果，有意に媒介を示した要因

は見られなかった（顧客と社会への貢献感： Z  =  1 . 60， n .  s .，所属組織

への貢献感： Z  =  1 . 04， n .  s .，同僚への貢献感： Z  =  0 .11， n .  s .）。  

さらに，ワークモチベーションから顧客を配慮した対応へのパスは

正の方向に有意であり（β  =  . 3 2 ,  p  <  .  01），上司のポジティブフィー

ドバックから社会的貢献感，社会的貢献感からワークモチベーション，

そしてワークモチベーションから顧客を配慮した適切対応という一

連のパスが正の有意な関係性を示した。  

  

考察  

本研究の目的は，コールセンターで働くオペレーターのワークモチ

ベーション向上を規定する要因として社会的貢献感に注目し，どのよ

うな効果があるのかを明らかにすることであった。社会的貢献感がワ

ークモチベーションを向上させる関係が見られること（仮説 1），上司

からのポジティブフィードバックが社会的貢献感を高め，ワークモチ

ベーションを向上させる関係が見られること（仮説 2a），上司からの

ネガティブフィードバックは社会的貢献感やワークモチベーション

と関連が見られないこと（仮説 2b），社会的貢献感により高められた

ワークモチベーションが，適切な職務行動につながるという関係が見

られること（仮説 3）といった仮説について，質問紙調査にもとづき

検討した。以下，仮説に沿って，調査結果を考察していく。  

まず，社会的貢献感はワークモチベーションを高めていることが示

された。このことは，他者への貢献を含む職務意義とワークモチベー

ションの間に関連があるとする Ro sso  e t  a l .（ 201 0）の示唆を実証的に

裏づける知見である。また，これは有吉他（ 2 01 8）の，事務職を中心

としたオフィスワーカーのワークモチベーションと社会的貢献感の

間に正の関連があるという結果と同様であった。  
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そして，社会的貢献感は上司からのポジティブフィードバックによ

って高められ，ワークモチベーションにつながるという結果が得られ

た。このことは，上司からの承認はワークモチベーションを高める効

果があるとする太田（ 2 011）の指摘と一致する。上司のポジティブフ

ィードバックがワークモチベーションを高める関係を， 3 つの社会的

貢献感が媒介する関係について見てみると，顧客と社会，そして所属

組織の役に立っているという貢献感が仕事達成へのワークモチベー

ションを高めることが示された。社会的貢献感の 3 つの要因の中でも

顧客と社会への貢献感については，上司から褒められたり感謝された

りすることでより強く実感でき，それがさらなるワークモチベーショ

ンにつながることを示唆している。同様に，所属組織への貢献感の媒

介についても，上司からの褒めや感謝の言葉を受けることでより強く

組織に貢献していることを実感でき，さらなるワークモチベーション

につながるものと考えられる。これらの結果は，受電型のオペレータ

ーのワークモチベーションについて，社会的貢献感の中でも職務遂行

の対象そのものともいえる顧客と社会，そして，職務における自身の

所属組織への貢献感がワークモチベーションを向上させるのに有効

であることを示唆した。この結果により仮説 1 は概ね支持された。そ

して，社会的貢献感は上司からの褒めや感謝の伝達であるポジティブ

フィードバックによって高められていることが示された。職場におい

て，定型業務については，顧客と所属する組織に役に立てるという認

識を高めるために，上司が褒めたり感謝したりする取り組みが，ワー

クモチベーションを向上させるのに有用と言える。  

しかし，所属組織と顧客への貢献感はワークモチベーションの向上

に有用であることが示されたものの，組織内において共に連携し職務

遂行することで感じる同僚への貢献感は，ワークモチベーションに対

して影響が見られなかった。このことについて，いくつか理由が考え

られる。まず媒介効果が認められた顧客と社会への貢献感は，顧客対
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応という職務の目的そのものと強く関連している。所属組織への貢献

感も，うまく顧客対応するために所属組織のメンバー間で協力し合う

ことが要されるので，職務遂行そのものと強い関連がある。しかし，

同僚の役に立つこと自体は，職務遂行の直接的な目的ではないことか

ら，たとえ同僚への貢献感を感じたとしてもワークモチベーションに

結びつかなかったと推察される。これらの理由により，上司からのポ

ジティブフィードバックは同僚への貢献感を高めるものの，そのこと

がワークモチベーションにつながる訳ではない理由と考えられる。こ

れらの結果から，仮説 2 a は同僚への貢献感を除いて概ね支持された。  

また，顧客と社会への貢献感は顧客を配慮した適切対応と直接的な

関連性を示していた。この結果から，顧客と社会の役に立ったと感じ

ることが，モチベーションを介さずに顧客へのさらなる積極的で適切

な対応を促していたことが示唆された。つまり，顧客や社会への貢献

感は，モチベーションの向上以外の何らかのポジティブな変化を促し

た結果，パフォーマンスの改善をもたらしたと言える。今後の研究に

て，この要因の解明が求められる。  

次に，上司のネガティブフィードバックについては，ワークモチベ

ーションへの影響は明確には見られなかった。このことから，本研究

の対象は， Sc hroe de r  &  F i sh bac k（ 20 15）によってネガティブフィード

バックが有効に働くために必要な条件とされている，目標への進捗が

芳しくない場合や，職務が専門職であること，送り手と受け手の関係

が親密である場合には当てはまらず，繁枡（ 20 14）による正確さが求

められ手順化された職務に当てはまり，ネガティブフィードバックが

有用ではないことが示唆された。この結果によると，ネガティブフィ

ードバックは受け手が職務達成に向かうワークモチベーションに効

果を及ぼす要因ではない。たとえば，明確で難易度の高い目標を設定

でき，その目標に向かう職務においては，ネガティブフィードバック

によって目標への軌道修正がなされたりしてワークモチベーション
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の向上が期待されるが，本研究の対象は偶発的に生じる顧客のトラブ

ルへの対応が主な職務であることから，目標を設定しにくい。そのた

めネガティブフィードバックは職務行動に有意な影響を及ぼしにく

く，ワークモチベーションへの影響が現れにくかったものと考えられ

る。  

また，上司のネガティブフィードバックと社会的貢献感の間に明瞭

な関連は見られず，上司のネガティブフィードバックとワークモチベ

ーションの関連について 3 つの社会的貢献感は媒介しないことがわか

り，仮説 2 b は支持された。叱責などのネガティブフィードバックは

受け手のワークモチベーションを一見損なうように思えるが，ワーク

モチベーションの維持・向上のためには，フィードバックの運用にお

いて，単に上司からの叱責をやめればよいということではない事が示

唆される。ただし，本研究においてネガティブフィードバックは顧客

と社会への貢献感と同僚への貢献感について負の方向で有意傾向の

関連は見られている。このことから，ワークモチベーションの源泉と

な る 要 因 に 対 し 抑 制 的 な 効 果 を も つ 可 能 性 も 考 え ら れ る た め ，

Schr oe de r  &  F i sh bac k（ 20 15）や繁枡（ 2 014）が示唆するように，ネガ

ティブフィードバックが有用である状況やネガティブフィードバッ

クを与える対象が受け手のどのような側面であるのかをふまえた上

で運用することが望まれる。なお，本研究におけるフィードバックの

平均値は床効果が見られる可能性を示しており，フィードバックの効

果を十分には検討できなかった可能性がある。すなわち，ポジティブ

およびネガティブフィードバックと社会的貢献感の間には概念的に

は関連性が認められる可能性があるものの，床効果の可能性によって

最小値近くに回答が集中したことで，分析上両者の関係性の強さが十

分に検出できなかった可能性も否めない。したがって，本研究の結果

は，仮説を支持する方向の結果が得られているものの，結果の解釈に

は慎重を期す必要がある。また，ポジティブおよびネガティブフィー
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ドバックと社会的貢献感の関連性を適切に明らかにするために，今後

測定上の問題を改善し，検証を重ねる必要があるだろう。  

最後に，社会的貢献感により高められたワークモチベーションと顧

客を配慮した適切対応という職務行動の関係について検討した。社会

的貢献感の高まりは職務を達成しようとするワークモチベーション

につながり，ワークモチベーションの高まりは顧客を配慮した適切対

応ができるという職務行動を高めていた。この結果から，仮説 3 は支

持された。このことより，個人の働きが顧客に役立つと感じられるこ

とが，さらなる職務達成へと向かうモチベーションにつながり，さら

に，顧客を配慮した対応へとつながると考えられる。このことは，職

務を通じて他者の役に立とうとするワークモチベーションが，適切な

職務行動につながるとする Gr an t  & Wr ze sn i e ws k i（ 2 01 0）の知見に，

社会的貢献感という認知的側面からの観点を補足している。また，職

務達成のワークモチベーションが適切な職務行動につながるという

点において， Ba r r i c k ,  S t e war t  &  P i t ro ws k i（ 20 02）の知見に，顧客を配

慮した適切な対応という期待される行動を促す効果についての示唆

も与えている。そして，この結果から，定型業務において，社会的貢

献感を感じさせることで職務に向かう行動そのものも追随して促す

と考えられ，顧客という他者への役立ちの認識はより質の高い顧客対

応という高パフォーマンスへと導く一つの要因であると考えられる。 

本研究結果の意義は，既存の目標管理制度や，ワークモチベーショ

ンの向上に関する理論があてはまりにくい雇用形態や職務内容の も

とで働く人々のワークモチベーションについて，顧客や所属組織への

貢献感が有効であることを示したことにある。本研究の結果は，実際

の職場におけるワークモチベーション管理において，上司が顧客への

対応や所属組織における活躍を褒めるなど，ワークモチベーション向

上を可能にする取り組みとして活用されることが期待できる。また，

現存するワークモチベーション理論において，ワークモチベーション
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の規定因として社会的貢献感の有効性を明らかにした。さらに，職務

行動として，顧客を配慮した適切対応について測定した。主観的な測

定方法ではあったが，定型業務の一つの行動指標として検討した結果，

今後の研究につながる有用な知見を得ることができた。  

最後に，本研究の限界と今後の課題について言及する。本研究の限

界として，手法として一度きりの質問紙調査を行い，回答者の主観的

観点により得られた結果から因果関係をもとめた点が挙げられる。ワ

ークモチベーションは様々な要因に影響を受け，変化するものである

ことを考慮すると，今後は経時的な変化を検討する必要がある。また，

本研究では，定型業務として，職務の遂行による明確な評価を受けに

くい職務を対象とした。対象とする職務の範囲は他者からの反応を比

較的感じ取れる対人サービス職からそうではない事務職まで幅広く，

どのような社会的貢献感が効果を及ぼすのかについては職務内容に

よって変わってくるかもしれず，今後の研究において他の職種につい

ても検討することが望まれる。また，本研究は対象者を派遣社員に限

定したものであった。しかし，正社員にも社会的貢献感の効果がある

と考えられ，今後，成果や業績の達成を前提とした職務を行う正社員

についても社会的貢献感とワークモチベーションの関係を検討する

必要がある。  

さらに，上司からのポジティブフィードバックとワークモチベーシ

ョンとの正の関係を社会的貢献感が媒介することは示唆されたもの

の，社会的貢献感を感じさせワークモチベーションを高めるために，

具体的にどのような取り組みを行えば効果的であるのかについて，本

研究では十分には明らかにされていない。今後は，実際の職場におい

てワークモチベーションを高める介入的取り組み方略の解明につい

てさらに検討を進める必要がある。  
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脚注 3．上司からのフィードバックの質問項目について平均値が低く，床効

果が存在する可能性があったが本研究ではそのまま分析に使用した。その

理由は，たとえ頻度が少なくともフィードバックがあることが有用である

と考えられるためである。上司のフィードバックについてはポジティブ項

目，ネガティブ項目ともに「“まったくない（ 1 点）”」，「“月に一度（ 2 点）”」

と回答した者の割合はそれぞれ 8 0 %以上であった。本研究の対象であった

コールセンターでは上司は直接雇用で管理の職務を行う一方，オペレータ

ーは派遣社員の立場で顧客へのトラブル対応 が正確に行われることが当た

り前と見なされ，上司からのフィードバックが日常的にはなされることが

乏しい状況であったといえる。このような状況だからこそ，フィードバッ

クが少しでもあることが効果を持つと本研究では予測した。  
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第 4 章  

 

 

 

同僚の役に立てた出来事の振り返りがワーク  

 

モチベーションに及ぼす効果  
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【第 4 章の概要】  

 本章では，自ら経験を振り返る行動に着目し，介入的取組みの手

法を用いてワークモチベーション への影響 を検討した。 定型業務に

おいては，社 会 的 貢 献 感 と ワークモチベーションにつながる よう

な，上司からのポジティブフィードバックを受け られる機会 が少な

いと考えられる 。 そこで，本研究では，日々の 職務遂行における他

者への役立ち を振り返り記述することで経験を意識化させる手法を

用いて社会的貢献感を促し ，ワークモチベーションにどのような影

響を与えるかについて検討した。  
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問題  

第 3 章において ，上司からのポジティブフィードバックが社会的貢

献 感 の 認 知 と ワ ー ク モ チ ベ ー シ ョ ン の 向 上 に 有 用 で あ る こ と が 明 ら

かとなったものの ，調査の結果では上司のポジティブフィードバック

そのものの頻度が少ない ことが判明した。ポジティブフィードバック

の少なさに対し ，どのような取り組みがワークモチベーションの向上

に効果があるだろうか。本 研究の目的は，定型業務 のワークモチベー

シ ョ ン 向 上 に つ い て 他 者 へ の 役 立 ち を 振 り 返 り 記 述 す る こ と の 効 果

に着目し，社 会 的 貢 献 感 と ワークモチベーションにどのように影響す

るかを明らかにすることである。  

 他者への役立ちは承認を受けることで認識される。しかし ，定型業

務 の よ う に 業 績 や 成 果 に つ い て 他 者 か ら の 評 価 を 受 け る こ と を 前 提

としない職務は評価制度の対象ではな い。その ため，職務遂行に つい

てフィードバックを受けにくく ，ワークモチベーションを向上させに

くいと考えられる。具体的には ，事務作業や電話対応 ，日常的なルー

チンワークな ど の 事 務 的 職 務や監視などの保守的職務などは，業績や

成果が明確に分かりにくいことから評価されにくく ，職務遂行によっ

て他者の役に立っているという認知を得られにくい だろう。  

 

承認のワークモチベーション向上効果  

ワークモチベーションの規定因として，他者からの承認が挙げられ

る。このこと に 関 し て は第 3 章の質問紙調査から ，上司からのポジテ

ィブフィードバックの効果について 明らかになっている。他者から 承

認を受けた個人は，自身の働きぶりを確認し，褒めの承認の場合は自

己効力感や自己肯定感の向上にもつながる 。また，これまでも論じた

ように，承 認 の 受 け 手 の 心 的プロセスについて，承認によって 送り手

が受け 手の 働き ぶ りを認 知し てい る ことが 示さ れる （ Al goe ,  2 012）。

そうすることで，受け手は自身の働きについて真に他者（送り手）に
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役 立 て る と い う 認 識 ， す な わ ち 社 会 的 貢 献 感 を 感 じ ら れ る （ Pe nne r,  

Do v id i o ,  P i l i a v in ,  &  Schr oe de r,  20 05）。  

しかし，職 務 遂 行 に 際 し て，いつでもタイミングよく 承認を 受けら

れるわけではない。目標設定理論（ Loc ke  & La t ha m ,  19 90）によると ，

ワ ー ク モ チ ベ ー シ ョ ン を 向 上 さ せ る 承 認 に は 「 即 時 性 」 と 「 具 体 性」

が重要であるとされている 。しかし，定型業務に関して は，職務遂行

の結果，他者から 承認を受けること自体 が難しい。そこで本研究では，

業績や成果が認識されにくい職務について ，職務遂行による承認を自

ら行う取り組みとして ，他 者の役に立った 経験を振り返り記述 する取

り組みに着目した 。  

 

経験の「意識化」の重要性  

上司が部下の行動を 傍 ら で常に見ていること は難しく，即座の具体

的 な フ ィ ー ド バ ッ ク は 実 際 の 職 場 に お い て 十 分 に は な さ れ に く い と

考えられる。本 研 究 で は 定型業務 について職務遂行による 他者への役

立ちを意識的に認識しやすくする 取り組みとして，他者の役に立った

経験の意識化に注目する。  

経験の意識化をより効果的に行うには，経験したことを振り返り記

述する取り組みによる方法が有用である。たとえば，ポジティブ経験

の振り返りについて E mmo ns  & Mc Cul lou gh（ 200 3）は，大学生を対象

に他者へ感謝した経験を振り返り記述する介入的取り組みを行い，感

謝 経 験 の 記 述 を 行 う と 満 足 感 や 主 観 的 幸 福 感 を 高 め る こ と を 明 ら か

にしている。ま た ，第 1 章でも論じたように，将来の目標や夢の達成

に 関 し て 可 能 な 限 り 最 高 の 自 己 を 文 章 に 表 す こ と が 主 観 的 幸 福 度 や

健康度の向 上（ Kin g ,  2 00 1）につなが ったり，自 分の仕 事がどれだけ

世 の 中 を 変 え る 影 響 力 が あ る か を 記 述 す る 取 り 組 み が 後 の 業 務 効 率

を継続的に高める（ Gra n t  &  Dut to n，201 2）こと や，週に一度自分の生

活に起きた良いことについて思いを巡らせ書き留めると，自分の現状
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や未来について幸福感が向上し，より前向きで高いモチベーションを

もつようになる こ と （ Lyu bo mi r s ky,  S ousa  &  Di c ke r ho of ,  2 006）が明ら

かにされている。  

これら先行研究から，ポジティブな経験や思考を書き留めることは，

そ の 経 験 や 思 考 の 認 識 を よ り 具 体 的 に 深 め て 意 識 に 定 着 さ せ る こ と

ができると考えられる。また，職務での他者への役立ちを意識化する

ことで，自身の働きをポジティブに解釈できるようになり，次なる職

務へのモチベーションの向上につながると考えられる。第 1 章および

本章での議論をふまえ，下記の 2 つの仮説を導き，実証的検討を行う。  

仮説 1 他 者 へ の 役 立 ち 経験を意識化する取り組みは 社会的貢献感

を高めるだろう  

仮説 2 社 会 的 貢 献 感 の高まりによりワークモチベーションが 向上

するだろ う  

 

経験の意識化介入の取り組み概要  

本研究においては下図の流れ（図 4‐ 1）に沿って介入的に取り組

み，仮説を検討する。  

 

図 4 -1 介入取り組みの概要  

 

まず， 介入群 ， 統制群の両群を対象とした事前の質問紙調査を行

い，年齢 ，性 別 な ど の フ ェ イスシート ，社会的貢献感 ，ワークモチ
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ベーションについて尋ねる。次に ，介入群を対象とし ，一日の中で

職場において 他 者 に 行った貢献行動を振り返る取り組みを一か月間

行う。最後に ， 介 入 群 ， 統制群の両群を対象とした事後の質問紙調

査を行い，社 会 的 貢 献 感 と ワークモチベーションの変化量について

検討する。  

 

方法  

調査対象および調査手続き  

 定型業務が 遂 行 される組織として，本研究では，顧客からの受電業

務を行う A 社 コ ー ル セ ン タ ーを調査対象とした。A 社コールセンター

は国内に 6 事 業 所 を 展 開 し ており，職務内容は 生活サービス用通信端

末の操作トラブル へ の対応である。  

組織構成は，主に受電業務を行うオペレーターの多くが女性の派遣

社員であり，管理者の多くが男性社員であった。職場では 5～ 6 名で 1

つの班が形成され，全員で同じトラブルの内容が映し出されるモニタ

ーを監視していた。受電後は 1 人目が顧客から聞き取りしている間に，

2 人目が 機 器の操作に詳しい支援班に対応を尋ね， 3 人目が現地人員

へ の 出 動 要 請 を 出 す と い う 連 携 に よ っ て 顧 客 対 応 が お こ な わ れ て い

た。参加者は，A 社コールセンター 5 事業所のオペレーター 1 23 名（男

性 1 3 名 ， 女 性 1 04 名，不明 6 名）のうち， 2 事業所 53 名が振り返り

の介入的取り組みに参加した。平均年齢 46 .1 5 歳（ S D＝ 1 0 . 46），平均

勤続年数は 4 . 59 年 （ S D ＝  4 .7 8）であった。  

調査は 2 01 6 年 11 月の一か月間，「今日一日の仕事の中で他者の役

に立てたこと」について振り返り記述する介入的取り組みによる手法

により行った。調査手続きとして A 社 5 事業所それぞれの担当者に記

入用紙の配布と回収を行ってもらった。オペレーターには毎日の就業

後 に 一 日 の 仕 事 の 中 で 他 者 の 役 に 立 て た 経 験 に つ い て 記 述 し て も ら

った。記述した用紙は，各事業所の窓口担当者に依頼し 施錠した投函
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用ボックスを 設 置 し て も ら い，それに 回答者自身が 投函する 形で回収

しプライバシーの保護に努めた。介入の事前と事後に 1 2 3 名全員に質

問紙調査に回答してもらった。事前調査は 20 16 年 10 月，事後調査は

201 6 年 12 月 に 実 施 し た 。 回答後は予め調査者が送付しておいたテー

プ 付 き の 封 筒 に 封 入 し て も ら い 各 事 業 所 の 窓 口 担 当 者 に 提 出 さ せ 担

当者が返 送す る 形 で 行 っ た 。  

 

質問紙の構成  

フェイスシート  年齢，性別，勤続年数を尋ねた。  

社会的貢献感  江口・戸梶（ 20 09）の労働価値観尺度の貢献要因に

ついて“現在あなたはコールセンターの業務を通して，項目の内容を

どの程度満たしているとお考えですか”という表現に変え尋ねた。江

口・戸梶（ 20 09）の尺度では，同僚，社会，所属組織が対象となって

い る が ， 本 研 究 で は よ り 具 体 的 な 他 者 と し て イ メ ー ジ し や す い 上 司，

同僚，顧客について尋ねた。上司への貢献感（“上司の助けになれる”

など 3 項 目 ）， 同 僚 へ の 貢 献感（“同僚の役に立てる”など 3 項目），

顧客への貢献感 （“自分の働きが顧客の助けになる”など 3 項目）に

ついて“全く満たしていない（ 1 点）”から“非常に満たしている（ 5

点）”までの 5 件 法 で 尋 ね た。  

ワークモチベーション  池田・森永（ 201 7）の多面的ワークモチベ

ーション尺度を使用した。この尺度 4 つの側面について，達成志向モ

チベーション（“私は，自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組ん

でいる”など 3 項 目），協力志向モチベーション（“私は，同僚や上司

と協力的に関わることができるよう，非常に気を配っている”など 3

項目），競争志向モチベーション（“同僚よりも優れた成果（業績，評

価）をあげることは，今の私にとって大きな喜びである”など 3 項目），

学習志向モチベーション（“私は，仕事でうまくいかないときにも，学

ぶ姿勢を持ち続けている”など 3 項目 ）を用いて“全く当てはまらな
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い（ 1 点）”から“非常に当てはまる（ 5 点）”までの 5 件法で尋ねた

4。  

 

結果  

尺度因子の信頼性係数  

ま ず ， 使 用 し た 尺 度 の 信 頼 性 を 検 討 す る た め ， 項 目 分 析 を 行 っ た 。

信頼性係数はそれぞれ，社 会的貢献感 については，上司への貢献感は

事前α  =  . 95， 事 後 α  =  . 97，同僚への貢献感は事前α  =  . 97，事後α  

=  . 98，顧 客 へ の 貢 献 感 は 事 前α  =  . 96，事後α  =  . 96 であった。ワー

ク モ チ ベ ー シ ョ ン に つ い て は ， 達 成 志 向 モ チ ベ ー シ ョ ン は 事 前 α  

=  . 8 8，事後α  =  . 86，競争志向モチベーションは事前α  =  . 86，事後α  

=  . 9 1，協 力 志 向 モ チ ベ ー シ ョンは事前α  =  . 9 0，事後α  =  . 86，学習志

向モチベーションは事前α  =  . 8 7，事後α  =  . 90 であり，いずれも十

分な値であった。使用した項目の事前と事後それぞれの平均値と標準

偏差値を表 4 -1 に 示 す 。  
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表 4 -1 社 会 的 貢 献 感 とワークモチベーションの平均値 ( M )と  

標準偏差値 (S D )  

 

介入の有無別の社会的貢献感とワークモチベーションの変化  

次に，介入的取り組みの前後において社会的貢献感とワークモチベ

ーションに変化が見られたかを検討するため，取り組みの有無で群分

けして，群ごとに取組み前後を比較する t 検定を行った （表 4 -2）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

M SD M SD

社会的貢献感
　上司への貢献感 （α = .95（事前）/.97（事後））
　　上司（役席）の役に立てる 3.01 .91 3.03 .95

　　上司（役席）の助けになる 2.89 .86 2.99 .94

　　上司（役席）の力になる 2.80 .88 2.89 .90

　同僚への貢献感 （α = .97（事前）/.98（事後））
　　同僚（先輩・同期・後輩）の役に立てる 3.23 .79 3.29 .90

　　同僚（先輩・同期・後輩）の助けになる 3.21 .82 3.29 .90

　　同僚（先輩・同期・後輩）の力になれる 3.14 .85 3.21 .88

　顧客への貢献感 （α = .96（事前）/.96（事後））
　　お客様の役に立てる 3.64 .71 3.61 .78

　　お客様の助けになれる 3.63 .71 3.60 .81

　　お客様の力になれる 3.51 .74 3.45 .85

ワークモチベーション 
　達成志向モチベーション （α = .88（事前）/.86（事後））

　　私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢献するかを理解している 3.62 .88 3.57 .92

　　私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、職務に従事している 3.40 1.01 3.36 1.09

　　私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる 3.64 .92 3.55 1.01

　競争志向モチベーション （α = .86（事前）/.91（事後））

　　私は、どうすれば同僚以上に成果（業績や評価）を挙げることができるかを理解している 2.85 .93 2.93 .95

　　同僚よりも優れた成果（業績、評価）をあげることは、今の私にとって大きな喜びである 2.49 1.07 2.50 1.03

　　私は、同僚よりも優れた成果（業績、評価）を得るまで、決して諦めずに職務に取り組み続けている 2.58 1.08 2.56 1.05

　協力志向モチベーション （α = .90（事前）/.86（事後））

　　私は、どうすれば同僚や上司とこれまで以上に質の高い協力ができるかについて考えている 3.03 1.00 2.95 1.01

　　私は、同僚や上司と協力的に関わることができるよう、非常に気を配っている 3.42 .91 3.41 .93

　　私は、同僚や上司と今以上に互いに協力し合えるように継続的に取り組んでいる 3.23 .89 3.23 .88

　学習志向モチベーション （α = .87（事前）/.90（事後））

　　私は、どうすれば今以上に自分を成長させることができるかを考えている 3.31 1.02 3.26 1.08

　　私は、仕事で新しい知識や技能を身につけることが大好きだ 3.39 1.04 3.39 1.08

　　私は、仕事でうまくいかないときにも、学ぶ姿勢を持ち続けている 3.63 .94 3.58 .91

事前 事後
項目

M SD M SD

社会的貢献感
　上司への貢献感
　　上司（役席）の役に立てる 3.01 .91 3.03 .95

　　上司（役席）の助けになる 2.89 .86 2.99 .94

　　上司（役席）の力になる 2.80 .88 2.89 .90

　同僚への貢献感
　　同僚（先輩・同期・後輩）の役に立てる 3.23 .79 3.29 .90

　　同僚（先輩・同期・後輩）の助けになる 3.21 .82 3.29 .90

　　同僚（先輩・同期・後輩）の力になれる 3.14 .85 3.21 .88

　顧客への貢献感
　　お客様の役に立てる 3.64 .71 3.61 .78

　　お客様の助けになれる 3.63 .71 3.60 .81

　　お客様の力になれる 3.51 .74 3.45 .85

ワークモチベーション
　達成志向モチベーション
　　私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢献するかを理解している 3.62 .88 3.57 .92

　　私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、職務に従事している 3.40 1.01 3.36 1.09

　　私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる 3.64 .92 3.55 1.01

　競争志向モチベーション
　　私は、どうすれば同僚以上に成果（業績や評価）を挙げることができるかを理解している 2.85 .93 2.93 .95

　　同僚よりも優れた成果（業績、評価）をあげることは、今の私にとって大きな喜びである 2.49 1.07 2.50 1.03

　　私は、同僚よりも優れた成果（業績、評価）を得るまで、決して諦めずに職務に取り組み続けている 2.58 1.08 2.56 1.05

　協力志向モチベーション
　　私は、どうすれば同僚や上司とこれまで以上に質の高い協力ができるかについて考えている 3.03 1.00 2.95 1.01

　　私は、同僚や上司と協力的に関わることができるよう、非常に気を配っている 3.42 .91 3.41 .93

　　私は、同僚や上司と今以上に互いに協力し合えるように継続的に取り組んでいる 3.23 .89 3.23 .88

　学習志向モチベーション
　　私は、どうすれば今以上に自分を成長させることができるかを考えている 3.31 1.02 3.26 1.08

　　私は、仕事で新しい知識や技能を身につけることが大好きだ 3.39 1.04 3.39 1.08

　　私は、仕事でうまくいかないときにも、学ぶ姿勢を持ち続けている 3.63 .94 3.58 .91

事前 事後
項目
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表 4 -2 社 会 的 貢 献 感 ， ワ ークモチベーション各要因の介入有無ごと

の前後比較  

 

 

介入群において， 3 つの社会的貢献感のうち，同僚への貢献感が有

意に上昇し（ t  (5 1 )  =  2 .3 3， p  <  . 05），顧客への貢献感は有意に低下し

た（ t  (5 1 )  =  2 .1 6， p  <  . 0 5）が，上司への貢献感には有意な変化はなか

った（ t  ( 51 )  =  -1 . 92， n .  s .）。統制群では，いずれの貢献感にも有意な

変化は見られなかった（上司： t  ( 62 )  =  0 .0 5，n .  s .，同僚： t  ( 62 )  =  0 . 52，

n .  s .，顧客： t  ( 6 6 )  =  0 .1 4， n .  s .）。ワークモチベーションについては，

介 入 群 に お い て 競 争 志 向 モ チ ベ ー シ ョ ン の 上 昇 に 有 意 傾 向 が 見 ら れ

た（ t  ( 51 )  =  1 . 77， p  <  . 10）。達成志向モチベーション，協力志向モチ

ベーション，学習志向モチベーションについては両 群ともに有意な変

化は見られなかった。  

 

社会的貢献感の変化量がワークモチベーションの変化量を予測する関係  

他 者 へ の 役 立 ち 経 験 振 り 返 り の 介 入 的 取 り 組 み に よ る 社 会 的 貢 献

感 3 つの因子 の 変 化 量 と，ワークモチベーションの 4 つの因子の 変化

量のそれぞれ に つ い て 因子間の相関関係を検討 した。介入の有無によ

り群分けした各因子の因子間相関を 表 4 -3 と表 4 -4 に示す。  

 

M SD M SD t値 M SD M SD t値

上司への貢献感 2.93 0.84 3.10 0.83 1.92 + 2.89 0.86 2.88 0.95 0.05 n.s.

同僚への貢献感 3.22 0.75 3.44 0.72 2.33 * 3.18 0.84 3.12 0.97 0.52 n.s.

顧客への貢献感 3.65 0.50 3.52 0.56 2.16 * 3.58 0.81 3.57 0.92 0.14 n.s.

達成志向モチベーション 3.69 0.81 3.66 0.72 0.33 n.s. 3.58 0.87 3.33 0.98 0.81 n.s.

競争志向モチベーション 2.64 0.93 2.83 0.87 1.77 + 2.62 0.90 2.54 0.96 0.71 n.s.

協力志向モチベーション 3.40 0.76 3.41 0.71 0.12 n.s. 3.09 0.89 3.04 0.88 0.55 n.s.

学習志向モチベーション 3.64 0.77 3.52 0.86 1.52 n.s. 3.29 0.94 3.32 0.98 0.62 n.s.

 
*
 p < .05, 

+
 p  < .10

介入あり 介入なし

事前 事後 事前 事後
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表 4 -3 社 会 的 貢 献 感 変化量とワークモチベーション変化量の  
相関係数（介入あり群）  

 

 

表 4 -4 社 会 的 貢 献 感 変化量とワークモチベーション変化量の  
相関係数（介入なし群）  

 

Not e .  表中の⊿は介入後の値から介入前の値を差し引いた値を表し

ている。  

 

介入 群 に おい て 3 つ の社 会 的 貢献 感 の 変 化量 と 競 争志 向 モ チ ベー ショ

ン の 変 化 量 に 有 意 な 相 関 が み ら れ た （ 上 司 へ の 貢 献 感 変 化 量 r  =  . 43 ,  p  

<  . 01， 同僚 へ の 貢献 感変 化 量 r  =  . 43 ,  p  <  . 01， 顧客 へ の 貢献 感変 化 量  r  

=  .3 5 ,  p  <  . 05）。 達 成 志向 モ チ ベー シ ョ ン の変 化 量 につ い て は 同僚 へ の貢

献感 の 変 化量（ r  =  . 3 0 ,  p  <  . 0 5）と の 間に ，協 力 志 向モ チ ベ ー ショ ン の 変

化量 に つ いて は 上 司 への 貢 献 感の 変 化 量（ r  =  . 2 9 ,  p  <  . 05）と 同僚 へ の貢

献感 の 変 化量 （ r  =  . 31 ,  p  <  . 05）と の 間 にそ れ ぞ れ有 意 な 相 関が み ら れ

た。 一 方 ， 統 制 群 に おい て は 社会 的 貢 献 感の 各 因 子の 変 化 量 とワ ー クモ

平均値 1 2 3 4 5 6 7 8

1.勤続年数 5.65 -

2.⊿上司への貢献感 .17 -.10 -

3.⊿同僚への貢献感 .22 -.17 .79 ** -

4.⊿顧客への貢献感 -.13 .13 .34 * .36 ** -

5.⊿達成志向モチベーション -.03 -.15 .25 + .30 * .22 -

6.⊿競争志向モチベーション .19 .11 .43 ** .43 ** .35 * .19 -

7.⊿協力志向モチベーション .01 .10 .29 * .31 * .12 .17 .17 -

8.⊿学習志向モチベーション -.11 .06 .14 .19 .22 .34 * .33 * .49 ** -

**
 p  < .01, 

*
 p  < .05, 

+
 p  < .10

平均値 1 2 3 4 5 6 7 8

1.勤続年数 3.54 -

2.⊿上司への貢献感 -.01 -.20 -

3.⊿同僚への貢献感 -.06 -.20 .69 ** -

4.⊿顧客への貢献感 -.01 -.16 .58 ** .78 ** -

5.⊿達成志向モチベーション -.08 .27 * .04 -.05 .17 -

6.⊿競争志向モチベーション -.09 .17 .21 + .12 .09 .48 ** -

7.⊿協力志向モチベーション -.05 .13 .03 -.04 .03 .56 ** .58 ** -

8.⊿学習志向モチベーション .06 .26 * -.01 .01 .06 .54 ** .42 ** .54 ** -

**
 p  < .01, 

*
 p  < .05, 

+
 p  < .10
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チ ベ ー シ ョ ン の 各 因 子 の 変 化 量 の 間 に 有 意 な 相 関 は 見 ら れ な か っ た 。 

つぎに，介入群における社会的貢献感の変化がワークモチベーショ

ンの変化に及ぼす影響 を検討するために，社会的貢献感の変化量の各

因子を説明変数，介入によって変化が見られた競争志向モチベーショ

ンの変化量を結果変数として，介入の有無で群分けし強制投入法によ

る重回帰分析を行った（介入群：図 4 -2，統制群：図 4 -3）。その際 ，

介 入 群 に お い て 上 司 へ の 貢 献 感 の 変 化 量 と 同 僚 へ の 貢 献 感 の 変 化 量

の相関係数が高いためこれら 2 つの因子の平均値をとって上司・同僚

への貢献感としたものを使用した。  

 

 

 

図 4 -2 上 司 ・同僚への貢献感の変化量が  
競争志向モチベーションを予測する関係（介入群）  

 

その結果，介入群において上司・同 僚への貢献感が競争志向モチベ

ーション（β  =  . 44 ,  p  <  . 01）有意に予測した（図 4 -2）。  

 

 

 

図 4 -3 上 司 ・ 同僚 への 貢 献 感の 変 化 量 が  
競争 志 向 モチ ベ ー シ ョン を 予 測す る 関 係 （統 制 群 ）  
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統 制 群 に お い て は 社 会 的 貢 献 感 の ど の 因 子 も 競 争 志 向 モ チ ベ ー シ

ョンに対し有意な予測値は見られなかった（図 4 -3）。  

 

考察  

本研究の目的は， 定 型 業 務の社会的貢献感とワークモチベーショ

ンについて他者への役立ちを振り返り記述することの効果に着目

し，それぞれにどのように影響するかを明らかにすることであっ

た。問題提起の議論をふまえ，検討した結果に基づいて考察してい

く。  

まず，他者への役立ち経験の振り返りを行った介入群において，

同僚への貢献感の向上が見られたことについては，介入的取り組み

によって，職 務 遂 行 に お い て心 理的に近い存在である他者としての

同僚への役立ち経験を比較的思い出しやすかったためと考えられ

る。このことは，自身の力を役に立てる対象として職場において共

に働く同僚を意識しているものと考えられる。この結果より，他者

への役立ち経験を振り返る取り組みによって部分的ではあるが社会

的貢献感が高まることが示された。これらの結果によって仮説 1 は

一部支持された。  

振り返りの取組みを行った介入群において顧客への貢献感が低下

した理由について，新任者の影響が考えられる（勤続年数中央値

1 .6 7 年未満の者：介入群 53 名中 20 名，非介入群 70 名中 37 名）。勤

続年数が短い場合は顧客に役立ったという実感が低く（事前 M  =  

3 .5 3，事後 M  =  3 .2 8， t  ( 1 9 )  =  2 . 52 ,  p  =  . 02），自身の職務遂行の未熟

さを振り返ったため顧客への貢献感が低下したものと考えられる。

しかし，勤続年数が長い群では有意な低下が見られなかった（事前

M  =  3 . 72， 事 後 M  =  3 .6 8 ,  t  ( 3 1 )  =  0 . 72 ,  n .  s .）。この結果から，さらに

継続して取組みを行っていくことで，他者への役立ちの経験から新

任者自身の成長をいち早く認識できるツールとなることが考えられ
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る。  

次に，介入群において上司・同僚への貢献感の高まりが同僚他者

よりもより良く職務を遂行しようとする競争志向モチベーションの

高まりを予測する関係が見られ，この結果により仮説 2 は一部支持

された。この結果の理由として次のように考えられる。本研究の対

象であるコールセンターにおいては，受電型のトラブルシューティ

ングが主な職務内容であり，職場内の他者との協力が欠かせない反

面，顧客の重要な情報に関する内容に対応するためミスが許されな

い。そのような理由から，上司や同僚を助ける行動がより厳密な職

務遂行へと直結して いる。そのため， 上司や同僚への貢献感の高ま

りが職場において誰よりもより良く職務を遂行しようとする競争志

向モチベーションの高まりにつながったものと考えられる。職務の

性質やチームワークの在り方などほかの要因も関連していることも

考えられ，上司や同僚など組織内の他者への役立ちを認識すること

がワークモチベーションにつながるプロセスにおいてほかに関係す

る要因についても検討していくことが今 後必要である。  

本研究の限界として，次の点が挙げられる。本研究によって他者

への役立ち経験を振り返ることの有用性は示されたものの，いつも

同じような内容を振り返ることで， 社会的 貢献感の鈍麻が生じる可

能性がある。他にも有用な振り返り内容は先行研究から明らかにさ

れており（ Kin g ,  20 01； Lyu bo mi r s ky  e t  a l . ,  2 00 6），変動的に違った内

容を振り返るとさらに効果的かもしれない。また，振り返ったこと

でどのような心 理 プロセスをたどってワークモチベーションの向上

に至ったのかについては明らかになってい ない。今後は，振り返る

行動がワークモチベーションにつながる心的プロセスについても明

らかにする必要がある。  

本研究の実践的価値 を挙げる。本研究では， 職場で関わる他者 へ

の役立ちを振り返ると ，上司や同僚への社会的貢献感を高め， 他者



85 

 

よりもより良く職務 を遂行しようとするモチベーションが高まるこ

とが明らかになったことから，チームワークが必要な職場に おいて

上司や同僚への役立ちを認知させる取り組みが有効であると考えら

れる。また，日常的に上司や同僚への役立ちを認知するようになる

には，評価制度において上司や同僚への役立ちについ ても評価対象

とする取り組みが有用かもしれない。  

今後の展開としては，承認活動の一環 において，実際に上司が部

下を褒める内容として 上司や同僚への貢献を称え たり，円滑なチー

ムワーク行動がなされている事 を評価 するなどの介入的取り組みに

よってワークモチベーション に及ぼす 効果を検討することが考えら

れる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脚注 4. 本 章 で 用 い た ワ ー ク モ チ ベ ー シ ョ ン 尺 度 と 第 3 章 で 用 い た ワ ー ク

モ チ ベ ー シ ョ ン 尺 度 は 同 じ 池 田 ・ 森 永 （ 2 0 1 7） の も の で あ る 。 第 4 章 に つ

い て 同 尺 度 の す べ て の 要 因 （ 達 成 志 向 モ チ ベ ー シ ョ ン ， 競 争 志 向 モ チ ベ ー

シ ョ ン ， 協 力 志 向 モ チ ベ ー シ ョ ン ， 学 習 志 向 モ チ ベ ー シ ョ ン ） を 用 い た の

は ，ど の よ う な 性 質 の ワ ー ク モ チ ベ ー シ ョ ン が 関 係 す る の か を 広 く 収 集 し ，

検 討 す る た め で あ っ た 。  
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第 5 章 

 

 

 

総合考察：定型業務のワークモチベーション研

究の展望 
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【第 5 章の概要】  

 本章では，前章までの実証研究をふまえて，定型業務のワークモチベ

ーション研究に関する総合的な考察を行った。まず，2 章から 4 章まで

で行ってきた複数の調査の知見を整理した。次に，これらの知見をふま

えた上で，社会的貢献感，ポジティブフィードバックに着目し，定型業

務のワークモチベーションに及ぼす影響について，詳細な議論を行っ

た。最後に，定型業務のワークモチベーション研究に対する今後の研究

課題を挙げ，研究展望を述べた。  
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本研究で明らかになったこと  

 本研究では，従来のワークモチベーション理論を土台としつつ，定型

業務について社会的貢献感に注目し，ワークモチベーションの規定因

となり得るかを検討した。ここにおいて，本論文で得られた実証的知見

の整理を行う。  

 第 2 章では，定型業務について，ワークモチベーションに関する要因

として，自己に関する要因に加え他者に関する要因が関連するかを検

討した。その結果，自己の成長，達成感，顧客と社会への貢献という職

務意義が感じられないことでワークモチベーションが抑制されること

を確認し，定型業務においてはこれらの職務意義が感じられにくいこ

とが示された。  

 第 3 章では，定型業務として受電型コールセンターのオペレーター

について，上司からのフィードバックと社会的貢献感に着目し，ワーク

モチベーションとの関係を質問紙調査の手法で検討した。対象となっ

たコールセンターでは電話による顧客応対が主たる職務内容であった。

調査の結果，上司からのポジティブフィードバックが社会的貢献感の

中でも顧客と社会への貢献感，所属組織への貢献感を高め，職務を達成

させるワークモチベーションにつながることが分かった。このことは，

上司からの褒めや感謝などの承認が，受け手の貢献感向上に効果があ

ることを示唆した。  

 以上の第 2 章，第 3 章の結果は，定型業務のワークモチベーション規

定因として，他者への役立ちという社会的貢献感が関係していること

を示すといえる。  

第 4 章では，第 3 章で明らかとなったポジティブフィードバックの

有効性と頻度の少なさをふまえて，他者への貢献経験を自ら振り返り

意識化する取り組みの効果について検討した。その結果，取組みを行っ

た群で同僚への貢献感の向上が見られた。また，取組み群において上

司・同僚への貢献感の高まりが同僚他者よりもより良く職務を遂行し
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ようとする競争志向モチベーションの高まりを予測する関係が見られ

た。これらの結果は，調査対象の職務を遂行する上で，同僚との協力が

必要であることに原因があると考えられる。しかし，第 3 章でも同じ職

務を行う人々が対象であったが，同僚への貢献感はワークモチベーシ

ョンに関連しなかった。ふたつの相違う結果については，ポジティブフ

ィードバックが上司によるものなのか，自ら行うものなのかの違いに

よると考えられる。上司からの評価は，職務におけるフォーマルかつ直

接的な対象である顧客と所属組織の貢献感に関しては有効であった。

しかし，自身が他者への役立ちを振り返り評価した際には，より身近な

他者である同僚への役立ちが想起され，そのことが職務遂行のモチベ

ーションに関係したと考えられる。  

 

定型業務のワークモチベーション規定因としての社会的貢献感  

 本論文の知見における重要な貢献として，社会的貢献感は定型業務

のワークモチベーションの規定因と見なすことができることを示した

ことが挙げられる。  

 本研究の結果は，他者への役立ちの認知である社会的貢献感が定型

業務のワークモチベーションの規定因として関連があることを示して

いる。まず，定型業務においては，自己成長や達成感など自己に関わる

職務意義が期待されにくいことと，顧客と社会という他者への役立ち

という職務意義が期待されにくいことが，ワークモチベーションの抑

制要因として示された（第 2 章）。また，対人的な定型業務においても

社会的貢献感はワークモチベーションに強く影響していた（第 3 章）。

さらに，上司からのポジティブフィードバックが顧客と社会への貢献

感と所属組織への貢献感を高め，それが職務達成のワークモチベーシ

ョンにつながり，適切な顧客対応を行っていた（第 3 章）。そして，自

ら他者への貢献経験を振り返る取り組みにおいては，顧客，上司，同僚

の中でも同僚への役立ち経験の振り返りが職務達成のワークモチベー
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ションに関連していた（第 4 章）。これらの知見は，定型業務のワーク

モチベーションの規定因として，他者の役に立ったという認知である

社会的貢献感が位置づけられることを示している。  

  

社会的貢献感を高める承認獲得  

 社会的貢献感がワークモチベーションにつながるメカニズムに関し

ては，まだ議論の余地があるといえるが，社会的貢献感という要因が定

型業務のワークモチベーションについて，関係することは間違いない

だろう。  

 特に，社会的貢献感にワークモチベーション促進の効果がある理由

として，所属組織内からの承認の獲得が重要な役割を担っている。上司

からのポジティブフィードバックは顧客と社会への貢献感と所属組織

への貢献感を促した（第 3 章）。上司と言う存在は，組織の中において

も意思決定や判断の中核と見なされ，発せられる言動が周囲他者に与

える影響は大きい。現に先行研究の多くの結果において，上司のサポー

トは強力であり，従業員のワークモチベーションのみならず，精神面で

も 支 援 す る 力 を 有 す る こ と が 明 ら か と な っ て い る （ Eisenberge r,  

S t inglhamber,  Vandenberghe ,  Sucharski  & Rhoades ,  2002;  Rhoades  & 

Eisenberger,  2002;  Gr i f f i n ,  P a t t e r so n  & Wes t ,  2 0 0 1； Babin  & Boles ,  1996）。  

 このような強い影響を持つ上司からの承認を得ることは，受け手の

働きの効果を直接的に認知させ，次なる働きへのワークモチベーショ

ンにつながることが期待できる。対人的職務においては，顧客という他

者への役立ちは職務内容そのものと密接にリンクしており，顧客への

働きぶりについて上司から承認されることは，職務遂行そのものの意

義を強く感じさせ，自身の働きが有用であったことがわかり，ポジティ

ブな心情を生起させると考えられる。また，職務遂行が直接的に自分の

利益にならないとしても，上司から職務遂行を認められることで，間接

的に企業活動の一環を担っているという認識を感じさせる効果が期待
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でき，その結果として所属組織への貢献感も高まると考えられる。  

 この意味で，社会的貢献感には，上司との間に交わされる承認活動の

結果として得られる，「自己の働きぶりが成功したことの実感であり現

れ」としての側面があると言えるだろう。また，社会的貢献感には，真

に他者の役に立ちたいという欲求が満たされた状態という側面も，も

ちろん存在するだろう。しかし，職場という限定された対人関係を前に

し て ， 職 場 内 の他 者 の 存 在 は 気 にな る と こ ろ で あ ろ う 。 Tedeschi  & 

Norman（ 1985）の分類からも明らかなように，人は他者からどう見られ

るかを気にする。職場の他者からの評価を気にしていることの結果と

して，上司からのポジティブフィードバックがワークモチベーション

につながり，顧客と社会，所属組織といった，2 つの社会的貢献感を高

めるとも解釈できるだろう。たとえば，昔の戦において武士の功績に対

する殿様からの恩賞が大きな励みになっていたことも端的な例だろう。 

 一方で，同僚という他者への貢献感も，コールセンターの職務につい

て他者への役立ちを自ら振り返る取り組みから，ワークモチベーショ

ンの向上に効果があることが示された。しかし，定型業務について，職

務の単調さや上司からのフィードバックを検討した際には，同僚への

貢献はワークモチベーションへの関係要因ではなかった。この 2 つの

結果の違いは，同僚を意識しやすい状況であるかどうかの違いにあっ

たかもしれない。第 2 章で対象となった定型業務では個人に割り当て

られた業務を坦々とこなすことが求められる。一方，第 3 章と第 4 章の

調査対象であったコールセンターの業務は，主な業務としての受電型

のトラブルシューティングについて，職場内の他者との連携が要され

た。また，第 3 章では質問項目に上司からのフィードバックについての

ものを設けており，上司の存在を意識しやすかったと考えられる。第 4

章では，職場で関わる他者への役立ちを振り返ると，同僚への貢献感が

有意に高まっている。これらのことから，定型業務と言えども，社会的

貢献感やワークモチベーションに影響する状況について一括りにはし
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きれないことがわかる。  

 結果をふまえると，同僚への貢献経験の振り返りがワークモチベー

ションの向上に有用であった（第 4 章）ことについては，公式的には企

業活動の一環としての顧客対応を行っているが，非公式的には同僚と

の連携を重んじており，それが職務遂行には不可欠であることを理解

していることの表れであると受け取れる。こういった，職場における非

公式的な他者との関係についても，職務遂行における重要な行動指標

として評価システムに組み入れることを検討することが重要と考えら

れる。  

 

職場における規範と社会的貢献感  

 また，他者という個人から，所属組織という大きな枠組みの他者，す

なわち自己以外のソトに着目すると，所属組織という社会的集団にお

いて，職場における規範という視点をもつことは不可欠である。規範は，

職場において明文化されている訳ではないが，メンバー間で暗黙のル

ールとして共有されており，状況に応じてその効力を集団に及ぼし，集

団内メンバーの行動や意思決定に影響する。この規範によって，定型業

務のワークモチベーションが決定づけられている可能性について，例

えば，顧客や同僚など関係する他者の役に立つ行動をすることが望ま

しいという規範が存在する場合，関係他者との対人関係を損なうよう

な行動は避けられるべきものと認識されるだろう。この場合，社会的に

他者に役立つような行動をすることがその職場に存在する当人にとっ

て重要である。たとえば，救急救助隊（佐々木，1994）や工場の現場（三

沢・山口，2003）に関する出勤時刻厳守など従来の職場のルールに関す

る 規 範 や ， 人 種 な ど の 多 様 性 受 容 規 範 （ Linnehan,  Konrad ,  Rei tman,  

Greenhalgh  & London ,  2003），職場での情報共有（ Constant ,  Kies le r  & 

Sproul l ,  1994）そして近年遵守が叫ばれている情報安全に関する規範

（森・吉， 2018；田中・園田・池田・堀， 2016；阪東・市原・宮川・森
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山，2015）など，職場ごとに着目されやすい規範が存在すると考えられ

る。特に，春田・錦織（ 2014）は，医療専門職の多職種連携についても

共通の規範や価値観の涵養の必要性について示唆しており，この知見

はほかの多様性のある職場にも応用可能と考えられる。また，社会的規

範に関係する要因は個人の志向性（伊藤， 1993），性別や年代（箱井・

髙木，1987）に関係するなど多くの知見が明らかになっている。他者へ

の貢献がワークモチベーションにつながるメカニズムにおいて，今後

社会的規範の観点からも検討していくことが期待される。  

 

総合的な考察：社会的貢献感がどのように定型業務のワークモチベー

ションにむすびつくか  

 これまでの議論をまとめ，パス図形式で図 5-1 に示す。  

 

 

図 5-1 定型業務のワークモチベーションを規定する要因  

 

 本研究では，定型業務のワークモチベーション規定因として他者の

存在に注目し，その他者への役立ちの認知である社会的貢献感がどの

ように影響するかについて調査や取組みを行い，ワークモチベーショ

ンのあり方に関して，示唆に富む多くの重要な知見が得られた。ここで，

再度，定型業務に関する社会的貢献感の役割を考察し，本論文の知見が
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もたらす学術的貢献を示す。  

 ワークモチベーションを規定する要因の中でも，特に本研究で指摘

したのは，上司，同僚という他者の存在と上司から受ける承認の効果で

ある。職務遂行において個人が対象とするのは顧客であり，この顧客に

対し有用な働きを果たすことが求められる。そのため，その働きぶりを

評価する上司からのポジティブフィードバックがワークモチベーショ

ンの維持向上に有用である。一方，公式的に評価はされないが，同僚へ

の貢献も，自ら振り返ったときにはワークモチベーションの向上に有

用である。  

 成果や業績の達成を前提としない職務の中でも定型業務においては，

職務に感じられる意義に目を向けると，その働きが評価されにくいこ

とから，労働の目的として望ましいとされる自己成長や達成感，他者へ

の役立ちとして顧客と社会への貢献感を充足させることが難しいこと

により，ワークモチベーションが抑制されてしまう。一方，顧客対応の

職務においては，職務遂行の目的が顧客への働きそのものであること

から顧客への貢献感は感じられるものの，現実の職場においてタイミ

ング良く職務遂行についてのポジティブな評価を受けることが難しい

状況もある。他者から評価を受けることの難しさを考慮し，自らがその

働きを振り返るとき，同僚との協力が必要な職務においては，同僚への

役立ちがワークモチベーションを維持向上させる効果を持つ。  

このように，個人は，職場において関係する他者との相互作用の中で

相互に影響を与え合いながら，ワークモチベーションを生起させたり

抑制させたりして変動させていく。本研究の知見は，ワークモチベーシ

ョンを規定する要因について他者に注目した観点から示した点で，定

型業務のワークモチベーションを決定づける要因の解明の一助となる。

また，本研究の成果は，事務的作業などの定型的な職務に携わる人々の

ワークモチベーションについて検討し，従事者一人ひとりが人間とし

て等しく wel l -be ing を追求するための糸口となると考えられる。また，
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より良く生きるための一つの方法として，広く，働く人たちの wel l -

be ing に寄与するだろう。  

当然のことながら，定型業務のワークモチベーションを規定する要

因は，本研究が示した社会的貢献感と，他者から受け自ら与える承認に

よるのみではないだろう。これらの要因以外にも様々な要因，過程があ

ると考えられる。例えば，他者に役立とうとする行動の典型として「ボ

ランティアの心理」について考えてみよう。災害時においては，多くの

個人や企業が被災地で苦しむ人々を救済しようと，物資を送ったり，労

働力を供したりしてきた。このときの心理として「出生にゆかりのある

土地の人々が」「同じ日本国の仲間が」「地球上でわれわれと同じ人類が」

苦しんでいることを察知し，その苦しみに共感する気持ちが関係して

いると考えられる。また，著名人や有名企業が実名を出して支援するこ

とについては，「人助けをすることで（自身の／自社の）名誉となる」

「人の苦しみを前にしても助けない冷徹な人物と思われたくない」と

いった気持ちでもあっただろう。このような，他者を助けようとする心

理は災害時に限らず先にも挙げたように，承認欲求，苦しみへの共感と

回避，社会的規範，互恵性など，集団における様々な社会心理現象とし

て解釈できる。そのため，「他者の困難に直面した際の自己犠牲的心理」

として見過ごされてきた心理もまた，グループ・ダイナミックスの観点

から，日常的に生じうる現象として理解できるかもしれない。このこと

は，職場における労働者のワークモチベーションの心理プロセスを解

明するにあたり，大きく寄与するだろう。  

 現実の個人が有するワークモチベーションに関わる要因は多種多様

で複雑であり，その心理プロセスの解明にはさらに多面的な視点から

検討する必要がある。しかし，企業活動の大部分として行われる労働者

の働きは，職場内外の「他者」の存在があってこそ生じるという点につ

いて忘れられがちである。今後も，労働者のワークモチベーションを規

定する，意識を他者に向けた要因に関して，さらに詳細な検討が必要と
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なるのは間違いないだろう。  

 

本研究の方法論的な限界  

 本研究においては，他者（上司）からの承認が社会的貢献感を高めワ

ークモチベーションの維持・向上に有効であることが質問紙調査から

明らかになった（第 3 章）。しかし，実際に上司からのポジティブフィ

ードバックが行われる頻度は低く（月に一度以下），本研究ではそれに

ついての取り組みがなされなかった。また，定型業務では顧客と社会へ

の貢献ができないことがワークモチベーションの低下につながること

が示されたものの，具体的取り組みとして非対人的職務のもとで社会

的貢献感についてフィードバックを与える，自ら振り返る効果につい

ては検討しておらず，今後は具体的な取り組みを行いその効果を明ら

かにする必要がある。さらに，他者への役立ちの認識について，性格特

性との関連があることも否めない。他者への役立ちを認識するには向

社会的な側面に関係するパーソナリティが関連するかもしれず，今後

の研究において検討する必要がある。  

 

定型業務のワークモチベーション維持向上を目指した提言  

本研究では日本の企業における定型業務を対象としたワークモチベ

ーション規定因について検討するにあたって，関連する要因について

調査を行い，そこで得た知見を元に議論を行ってきた。本研究の知見は

実践への提言を可能にするものとなっている。上述にあるような制限

や今後の課題はあるものの，最後に，より健全で充実感のある労務環境

の実現に向け，定型業務のワークモチベーションを維持向上させるべ

く実践への提言を行う。  

（ 1）定型業務のワークモチベーション維持向上の実現には自己成長，

達成感，社会的貢献感の認知が重要  

 定型業務は，日々の業務を誤ることなく正確に行うことが求められ
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るが，できることが当たり前と思われ，職務遂行の成功を誰かが褒めて

くれたり承認してくれたりする性質の職務内容ではないことが多い。  

しかし，人は他者から認められる承認欲求を有し，ほかにも成長欲求や

達成欲求，他者への貢献欲求を有していることをふまえると，定型業務

においてもその働きの有効性を認知させる取り組みが求められる。ま

た，企業組織において行われる職務は，すべてにおいて意義がある。普

段は認知しにくい定型業務の職務意義を明確に認知する取り組みが必

要となる。定型業務においても職務遂行による自己成長を具体的に認

知するためには，①現在行っている職務が個人にとってどのように役

立つのかを再認識すること，②行う職務の内容を棚卸しし，過去の業務，

現在行っている業務に加え，今後新たに行う業務について意識化し，自

身の成長度合いを確認することが必要である。また，達成感を認知する

ためには，日々の仕事を振り返り，どこまで何を行えたかについて書き

留めるなどの取り組みが有用である。  

（ 2）他者と連携して行う定型業務にはポジティブフィードバックによ

る社会的貢献感の意識化が重要  

 他者と連携して行う職務については，上記の取り組みに加えて，③よ

り社会的貢献感を認知できるように，職務遂行において上司からフィ

ードバックを行う取り組み，④職場内の同僚他者への役立ちを振り返

る取り組みが有用である。  

 また，メンバー間で他者への役立ちを報告し合い褒め合う活動は，職

場内の社会的貢献感を共有することを可能とし，メンバーが互いにワ

ークモチベーションを維持向上させることについて効果があると考え

られる。  

 これらの取り組みを通じて，定型業務の遂行が自身の成長にとって

どのように意義があるのか，他者にとってどのように役に立っている

のかを明確に意識化することができるようになる。また，自分以外のメ

ンバーとのやり取りや振り返りの記述による職務意義の認知によって，
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個人が客観的に自身の働きの位置づけを知る手立てとなり，職務遂行

について過度な満足感やワークモチベーションおよびバーンアウトの

状態へ陥ることを回避させ，より良い wel l -be ing の状態を保つことがで

きるだろう。  

 

今後の展開  

本研究では，定型業務のワークモチベーションの規定因として社会

的貢献感を位置づけた。今後，さらに関連する要因について大きく 3 つ

の観点から検討していくことが望まれる。1 つめは，人が他者のために

自身の力を用いて役立てたいという欲求の充足という観点である。第 2

章では，定型業務について，自己成長や達成感など自己に関する要因の

ほかに，顧客や社会という他者に関する要因が期待されにくいことに

よりワークモチベーションを抑制していることが示された。この結果

は， Super（ 1957）が示す，人が働く理由としての 3 つの欲求「人間関

係」「働くこと」「生計」における他者の存在や， Rosso  e t  a l .（ 2010）が

指摘する，職務に意義を感じるための他者への視点についての示唆に

関連している。人は本来自らの力をもって他者の役に立ちたいと希望

するものの，定型業務では，その働きの効果を強く感じることは難しい。

今後は，定型業務について，社会的貢献感を認知する前段階である，他

者へ役立ちたいという欲求の時点から，それが充足され社会的貢献感

を認知している段階に至るまでに，どのような特性や条件が関係する

のかを詳細に検討する必要がある。また，顧客や社会への役立ちといっ

た他者に関する要因を維持向上させるしくみや具体的な取り組みにつ

いて，明らかにすることが必要となるだろう。  

 2 つめとしては，他者への共感性の伝達についてである。第 2 章にお

いては，顧客と社会，加えて第 3 章においては所属組織，第 4 章におい

ては上司・同僚という対象への社会的貢献感がワークモチベーション

に関係することが示された。また，定型業務の中でも対人的な職務につ
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いては，顧客や社会における自身の役立ちと同じ組織内の上司・同僚へ

の役立ちが感じられることがワークモチベーションの維持・向上に影

響しており，多様な対象への共感を行っていることが推測される。今後

は，定型業務のワークモチベーションに関係する要因として，職務遂行

における共感性の程度についての測定も必要であるだろう。  

 3 つ目として，間接互恵（ Nowak & Sigmund,  1998a ,  b）を含む社会的

規範の可能性が考えられる。職場という社会においては，そもそも他者

との関わりが直接的もしくは間接的に存在する。「情けは人のためなら

ず」の原理が，職場内外の他者への役立ちについても働いており，顧客

への役立ちは自身の評価を高めるのみならず，まわり回って企業全体

の評判を高めることにもつながることが期待される。第 2 章と第 3 章

においては顧客と社会，所属組織，同僚を，第 4 章においては上司，同

僚，顧客について対象とし，それぞれワークモチベーションにどのよう

に関係するかについて検討した。その結果，定型業務においては顧客と

社会に対しての貢献ができないことがワークモチベーションを低下さ

せることを明らかにした。第 3 章においては，上司からのポジティブフ

ィードバックによって顧客と社会への貢献感，所属組織への貢献感が

高められ，ワークモチベーションにつながることが示された。第 4 章に

おいては，他者への役立ちを振り返ることにより上司・同僚への貢献感

が高まり，ワークモチベーションの向上に関連することが示唆された。   

本研究の結果からは様々な他者がワークモチベーションに関連してい

ることが示されており，これら他者との関わりの中における社会的規

範を意識した取り組みも重要となるだろう。  

また，本研究がこれまで対象としてきた対人的な定型業務のように，

マニュアル通りに行うことが期待されてもマニュアル通りにいかない

職務については，マニュアルと現実とのジレンマが生じると考えられ

る。このジレンマにどのように対処する行動がワークモチベーション

を維持向上させるのかについても明らかにする必要がある。これに関
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連して仕事の特性に注目すると，職務へのアプローチとして定型業務

そのものへの働きかけの有用性が挙げられる。たとえばジョブ・クラフ

ティングの取組みのように，職務の内容そのものを捉え直し，定型業務

度の認知を引き下げることがワークモチベーションの維持向上につな

がるとも考えられる。また，突発的事態に対応すべく人的支援の配置や，

適切な対応に対する他者からの労いを行っていくことが重要である。  

一方，他者への役立ちの認識は，職務に習熟していない新人層では高

くなりにくい。この，役に立てない感覚から役に立てる感覚へ変化する

きっかけはどこにあるのか，どのような職場環境が必要であるのかに

ついて，社会的貢献感に関連すると考えられる有能感や共感性との関

係もふまえて，今後実証的に探っていく。また，特性的な観点から検討

すると，どのような性格特性が社会的貢献感の認知に通じるのかにつ

いて明らかにしていく。さらに，数十年にわたる職業人生において，自

己目的的な志向から社会的に貢献しようとする志向へと，何をきっか

けにしてどのように変わっていくのか，追跡調査の手法を用いた経時

的な観点からも検討していくことが望まれる。  
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第2章　使用変数詳細

質問１．あなたが行っているお仕事の特徴について，下の

文章を読み，1～5までの当てはまると思う数字に１つ

○をつけてください。

1 1 - 2 - 3 - 4 - 5

2 1 - 2 - 3 - 4 - 5

3 1 - 2 - 3 - 4 - 5

4 1 - 2 - 3 - 4 - 5

5 1 - 2 - 3 - 4 - 5

6 1 - 2 - 3 - 4 - 5

質問2．あなたが現在のお仕事を行う上で期待できる

ことについて，下の文章を読み，1～5までの当てはまる

と思う数字に１つ○をつけてください。

7 1 - 2 - 3 - 4 - 5

8 1 - 2 - 3 - 4 - 5

9 1 - 2 - 3 - 4 - 5

10 1 - 2 - 3 - 4 - 5

11 1 - 2 - 3 - 4 - 5

12 1 - 2 - 3 - 4 - 5

13 1 - 2 - 3 - 4 - 5

14 1 - 2 - 3 - 4 - 5

15 1 - 2 - 3 - 4 - 5

16 1 - 2 - 3 - 4 - 5

17 1 - 2 - 3 - 4 - 5

18 1 - 2 - 3 - 4 - 5

19 1 - 2 - 3 - 4 - 5

20 1 - 2 - 3 - 4 - 5

21 1 - 2 - 3 - 4 - 5

22 1 - 2 - 3 - 4 - 5

23 1 - 2 - 3 - 4 - 5

24 1 - 2 - 3 - 4 - 5

25 1 - 2 - 3 - 4 - 5

26 1 - 2 - 3 - 4 - 5

27 1 - 2 - 3 - 4 - 5

あ
ま
り
あ
て
は
ま

ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら

な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い

や
や
あ
て
は
ま
る

と
て
も
あ
て
は
ま

る

人並みの生活ができるくらいの収入を得られる

自分の持っている力を出し切れる

「精いっぱい働いた」という感じを持てる

仕事において何かをやりとげたという感じを持てる

所属する組織に自分を捧げられる

所属する組織のために力を尽くしていると実感できる

仕事を通して所属する組織へ貢献できる

と
て
も
あ
て
は
ま

る

私の毎日の仕事は単調である

職場で取り組む課題は，常に安定している

職場で取り組む課題は，時々変化することがある

一日の中で，単調作業をしている割合が高い

ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い

や
や
あ
て
は
ま
る

全
く
あ
て
は
ま
ら

な
い

あ
ま
り
あ
て
は
ま

ら
な
い

自分自身の能力を開発できる

よい生活のため十分な賃金を得られる

多くの収入を得られる

一日の中で，変化のある内容の仕事をする割合が高い

一ヶ月を通して，変化のない仕事をしている

自分の働きが顧客（仕事相手）の助けになる

顧客（仕事相手）のために働ける

顧客（仕事相手）の幸福と心の安定のために働ける

自分自身，成長できる

人間として成長できる

同僚の役に立てる

他の人々から注目される

自分の知識や技能について，他の人々からほめられる

多くの人から注目され，尊敬を得られる

同僚を援助できる

同僚の役に立つ人間になれる
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第2章　使用変数詳細

質問3．お仕事と職場に関するあなたの考えについて，

下の文章を読み，1～5までの当てはまると思う数字に１つ

○をつけてください。

28
1 - 2 - 3 - 4 - 5

29
1 - 2 - 3 - 4 - 5

30
1 - 2 - 3 - 4 - 5

31
1 - 2 - 3 - 4 - 5

32
1 - 2 - 3 - 4 - 5

これで質問は終わりです。お忙しい中ご協力頂きまして，誠にありがとうございました。
調査へのご意見・ご感想などありましたら，以下にご自由にお書きください。

や
や
あ
て
は
ま
る

と
て
も
あ
て
は
ま

る全
く
あ
て
は
ま
ら

な
い

あ
ま
り
あ
て
は
ま

ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い

給与・賞与が変わらなくても今後さらに新しい仕事に取り
組みたい

現在の仕事から達成感を得ている

現在の仕事はおもしろく今後も続けていきたい

いつも忙しく仕事ができることは良いことだ

仕事で挑戦してみたいことは自信を持って明瞭に話せる
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第3章　使用変数詳細

あなたご自身に関してお答えください。（該当するものに○をつけてください）

個人情報同意取得確認　 （同意する ・ 同意しない）

所属運用部　（                                      ）

氏名（　　　　　　　　　　　） 性別（男性・女性）

年齢（　　　　）歳　※お差しつかえなければ、お答えください。

勤続年月（　　　　　）年（　　　　　）か月

質問1．次の出来事が今の仕事の中でどのくらいあるかお答え
ください。
下の文章を読み、1～5までの当てはまると思う数字に１つ○を
つけてください。

1 1 - 2 - 3 - 4 - 5

2 1 - 2 - 3 - 4 - 5

3 1 - 2 - 3 - 4 - 5

4 1 - 2 - 3 - 4 - 5

質問２．下記には、仕事を通して実現できる事柄が示されています。
現在あなたはコールセンターの業務を通して、下記の項目の内容を
どの程度満たしているとお考えですか。
下の文章を読み、1～5までの当てはまると思う数字に１つ○を
つけてください。

5 1 - 2 - 3 - 4 - 5

6 1 - 2 - 3 - 4 - 5

7 1 - 2 - 3 - 4 - 5

8 1 - 2 - 3 - 4 - 5

9 1 - 2 - 3 - 4 - 5

10 1 - 2 - 3 - 4 - 5

11 1 - 2 - 3 - 4 - 5

12 1 - 2 - 3 - 4 - 5

13 1 - 2 - 3 - 4 - 5

上司から褒められる

上司から怒られる

上司から叱られる

顧客のために働ける

所属する組織のために力を尽くしていると実感できる

仕事を通して所属する組織へ貢献できる

自分の働きが顧客の助けになる

同僚の役に立てる

同僚を援助できる

同僚の役に立つ人間になれる

全
く

満
た
し
て
い
な
い

所属する組織に自分を捧げられる

ま
っ

た
く

な
い

月
に
一
度

週
に
一
度

週
に

二
、

三
度

上司から感謝される

毎
日

あ
ま
り

満
た
し
て
い
な
い

少
し

満
た
し
て
い
る

あ
る
程
度

満
た
し
て
い
る

非
常
に

満
た
し
て
い
る

顧客の幸福と心の安定のために働ける
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第3章　使用変数詳細

質問3．今の職場でのあなたの様子についてお答えください。
下の文章を読み、1～5までの当てはまると思う数字に１つ○を
つけてください。

14 1 - 2 - 3 - 4 - 5

15 1 - 2 - 3 - 4 - 5

16 1 - 2 - 3 - 4 - 5

質問４．あなたは接客場面において次のような行動をすることが
ありますか。
下の文章を読み、1～5までの当てはまると思う数字に１つ○を
つけてください。

17 1 - 2 - 3 - 4 - 5

18 1 - 2 - 3 - 4 - 5

19 1 - 2 - 3 - 4 - 5

20 1 - 2 - 3 - 4 - 5

最後に、ご意見やご感想などありましたら、自由にお書きください。

お客様の口調や声のトーンに常に気を使っている

あ
る
程
度

当
て
は
ま

る 非
常
に

当
て
は
ま

るあ
ま
り
当

て
は
ま
ら

な
い

少
し

当
て
は
ま

る

お客様が何を望んでいるのか、考えて応答することがある

ま
っ

た
く

な
い

ほ
と
ん
ど

な
い

私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢
献するかを理解している
私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、
職務に従事している

私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる

お客様の立場に立って、応答することがある

お客様の気持ちを察するように心がけている

全
く
当
て

は
ま
ら
な

い

た
い
て
い

あ
る

よ
く
あ
る

た
ま
に
あ

る
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第4章　使用変数詳細
あなたご自身に関してお答えください。（該当するものに○をつけてください）

個人情報同意取得確認　 （同意する ・ 同意しない）

所属部門　（                                          ）

社員番号（　　　　　　　　　） 性別（男性・女性）

年齢（　　　　）歳　※お差しつかえなければ、お答えください。

勤続年月（　　　　　）年（　　　　　）か月

質問1. 現在あなたはコールセンターの業務を通して、下記の項目の
内容をどの程度満たしているとお考えですか。
下の文章を読み、1～5までの当てはまると思う数字に１つ○を
つけてください。

1 1 - 2 - 3 - 4 - 5

2 1 - 2 - 3 - 4 - 5

3 1 - 2 - 3 - 4 - 5

4 1 - 2 - 3 - 4 - 5

5 1 - 2 - 3 - 4 - 5

6 1 - 2 - 3 - 4 - 5

7 1 - 2 - 3 - 4 - 5

8 1 - 2 - 3 - 4 - 5

9 1 - 2 - 3 - 4 - 5

質問2．今の職場でのあなたの様子についてお答えください。
下の文章を読み、1～5までの当てはまると思う数字に１つ○を
つけてください。

10 1 - 2 - 3 - 4 - 5

11 1 - 2 - 3 - 4 - 5

12 1 - 2 - 3 - 4 - 5

13 1 - 2 - 3 - 4 - 5

14 1 - 2 - 3 - 4 - 5

15 1 - 2 - 3 - 4 - 5

16 1 - 2 - 3 - 4 - 5

17 1 - 2 - 3 - 4 - 5

18 1 - 2 - 3 - 4 - 5

19 1 - 2 - 3 - 4 - 5

20 1 - 2 - 3 - 4 - 5

最後に、ご意見やご感想などありましたら、自由にお書きください。

私は、どうすれば今以上に自分を成長させることができるかを考えて
いる

私は、仕事で新しい知識や技能を身につけることが大好きだ

私は、同僚や上司と今以上に互いに協力し合えるように継続的に取り
組んでいる

私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢
献するかを理解している
私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、
職務に従事している

私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる

私は、どうすれば同僚以上に成果（業績や評価）を挙げることができ
るかを理解している
同僚よりも優れた成果（業績、評価）をあげることは、今の私にとっ
て大きな喜びである
私は、同僚よりも優れた成果（業績、評価）を得るまで、決して諦め
ずに職務に取り組み続けている
私は、どうすれば同僚や上司とこれまで以上に質の高い協力ができる
かについて考えている
私は、同僚や上司と協力的に関わることができるよう、非常に気を
配っている

お客様の助けになれる

お客様の役に立てる

上司（役席）の役に立てる

上司（役席）の力になる

同僚（先輩・同期・後輩）の役に立てる

同僚（先輩・同期・後輩）の助けになる

同僚（先輩・同期・後輩）の力になれる

上司（役席）の助けになる

お客様の力になれる

あ
る
程
度

当
て
は
ま
る

非
常
に

当
て
は
ま
る

全
く
当
て

は
ま
ら
な
い

あ
ま
り
当
て

は
ま
ら
な
い

少
し

当
て
は
ま
る

非
常
に

満
た
し
て
い
る

全
く

満
た
し
て
い
な
い

あ
ま
り

満
た
し
て
い
な
い

少
し

満
た
し
て
い
る

あ
る
程
度

満
た
し
て
い
る
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